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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （千円） 4,446,972 6,332,554 9,411,030 9,986,701 12,781,453

経常利益 （千円） 382,117 553,082 928,998 1,026,792 1,123,127

当期純利益 （千円） 243,656 425,007 593,280 581,754 590,226

包括利益 （千円） 223,907 438,420 619,205 586,436 624,901

純資産額 （千円） 2,311,179 2,689,147 3,262,144 3,765,127 5,163,355

総資産額 （千円） 3,740,046 5,573,731 6,039,152 6,600,866 12,274,551

１株当たり純資産額 （円） 132.95 153.24 186.01 214.48 245.12

１株当たり当期純利益金額 （円） 13.62 24.82 34.35 33.37 33.62

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） 13.44 24.05 33.34 32.53 32.78

自己資本比率 （％） 60.8 47.2 53.6 56.7 35.1

自己資本利益率 （％） 11.0 17.3 20.2 16.7 14.7

株価収益率 （倍） 16.8 10.1 15.5 12.0 18.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 512,301 527,814 720,095 322,723 534,675

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △45,828 △732,577 △290,956 △194,064 1,236,390

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △275,357 582,858 △67,893 △255,217 1,069,144

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 990,640 1,396,184 1,760,067 1,637,055 4,472,542

従業員数 （名） 297 626 602 643 2,013
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（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、平成23年６月27日の株式の追加取得に伴い、第13期第１四半期連結会計期間末まで持分法適用会社

であったアクシスソフト株式会社を連結子会社といたしました。

３ 当社は、平成23年11月28日の株式取得に伴い、ジェイエムテクノロジー株式会社及び同社の子会社であるJM

Singapore IT Solutions Pte.Ltd.を連結子会社といたしました。

４ 碼媒卓軟件(上海)有限公司は、重要性が増したことにより、第13期連結会計年度末より連結子会社に含めて

おります。

５ 当社の完全子会社であるジェイエムテクノロジー株式会社が、平成24年12月24日に当該会社の完全子会社で

あるJM Singapore IT Solutions Pte.Ltd.の株式の売却契約を締結したため、第14期第３四半期末より、同

社を連結の範囲から除外しております。なお、平成25年２月に全株式の売却を完了しております。

６　当社の完全子会社である株式会社オープンストリームとアクシスソフト株式会社は、平成25年７月１日付に

て株式会社オープンストリームを存続会社とする吸収合併を行っております。

７　当社は、平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき200

株の株式分割を行っております。第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

８ 当社は、平成26年４月１日に全株式取得により株式会社メノックスを完全子会社といたしました。

９ 当社は、平成27年１月20日に全株式取得により株式会社デジタルメディア研究所を完全子会社といたしまし

た。

10　当社は、平成27年３月27日の株式の追加取得に伴い、持分法適用会社であった株式会社ジークホールディン

グス及び同社子会社９社を連結子会社といたしました。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （千円） 472,139 558,951 773,784 1,086,509 1,292,011

経常利益 （千円） 88,538 142,541 254,239 436,444 551,474

当期純利益 （千円） 37,175 83,967 216,820 356,560 518,064

資本金 （千円） 802,300 807,748 822,932 825,482 851,701

発行済株式総数 （株） 30,996 31,138 94,545 18,951,600 19,105,200

純資産額 （千円） 2,452,974 2,508,527 2,720,919 2,993,907 3,491,688

総資産額 （千円） 3,328,504 4,751,319 5,103,091 5,205,120 6,988,079

１株当たり純資産額 （円） 141.25 143.88 154.91 170.27 197.25

１株当たり配当額 （円） 1,300 1,500 1,000 6 6

（内、１株当たり中間配当

額）
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 2.08 4.90 12.55 20.46 29.51

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） 2.05 4.75 12.18 19.94 28.77

自己資本比率 （％） 72.5 52.0 52.8 57.1 49.7

自己資本利益率 （％） 1.5 3.4 8.4 12.6 16.1

株価収益率 （倍） 110.4 50.9 42.5 19.6 21.2

配当性向 （％） 104.3 51.0 39.8 29.3 20.3

従業員数 （名） 14 15 20 24 28

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第12期の１株当たり配当額1,300円には、特別配当300円を含んでおります。

３ 第13期の１株当たり配当額1,500円には、特別配当500円を含んでおります。

４　第14期の１株当たり配当額1,000円には、特別配当500円を含んでおります。

５ 当社は、平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき200

株の株式分割を行っております。第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６ 当社は、平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき200

株の株式分割を行っております。なお、株式分割は平成25年10月１日を効力発生日としておりますので、第

12期、第13期、第14期の発行済株式総数及び期末配当金につきましては、株式分割前の株数を基準に記載し

ております。

７　第15期の１株当たり配当額６円には、東証一部上場記念配当１円を含んでおります。
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２【沿革】

年月 概要

平成11年11月 事務機器の販売および事務処理の請負を目的として株式会社理想生活設立

平成12年１月 目的をソフトウエアの開発および開発支援サービス等とし、商号を株式会社豆蔵に変更し、東京都港

区北青山二丁目７番29号明星北青山65ビルにて開業準備

平成12年５月 本社を東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目15番５番地DSビルに移転

同年 同月 ITコンサルティング（情報システム企画・設計・技術サポート）事業、ソフトウエア開発事業を開始

平成12年６月 教育サービス事業を開始

平成13年１月 本社を東京都新宿区四谷四丁目３番地に移転

平成14年２月 エンジニアリングソリューション事業部、ビジネスソリューション事業部、教育ソリューション事業

部の３事業部体制に移行

平成14年８月 開発支援環境パッケージ「豆助」完成

平成14年９月 「豆蔵プロセス」（後に「enThology System Development Process」と呼称変更）完成

平成15年９月 連結納税システム「連結Tax-Saver」完成

平成15年12月 「豆蔵フレームワーク」（後に「enThology Basement Framework」と呼称変更）完成

平成16年２月 「enThology Requirement Development Process」を完成させ、システムの開発技術体系「エンソロ

ジー」（enThology：enterprise methodologyの合成語）確立

平成16年10月 本社を東京都新宿区西新宿二丁目１番１号に移転

平成16年11月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成18年３月 株式会社オープンストリーム（現・連結子会社）の株式を取得し子会社化

平成18年４月 第三者割当増資の引受による株式の取得により株式会社チェンジビジョンを子会社化

平成18年９月 株式交換により株式会社オープンストリームの株式を追加取得し完全子会社化

平成18年10月 株式会社豆蔵ＯＳホールディングスへ商号変更、会社分割により株式会社豆蔵（現・連結子会社）を

設立し、事業部門の全事業を承継

平成18年12月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社エフの株式を取得し子会社化

平成20年10月 情報技術開発株式会社と資本・業務提携

平成21年７月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社モバイルコンビニを設立

平成21年８月 アクシスソフト株式会社（現・株式会社オープンストリーム）の株式を取得

平成21年12月 株式会社フォスターネット（現・連結子会社）、株式会社ネクストスケープ（現・連結子会社）の全

株式を取得し完全子会社化

同年 同月 株式会社チェンジビジョンの全保有株式を売却

平成22年１月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社エフの全保有株式を売却

平成22年９月 碼媒卓軟件(上海)有限公司（現・連結子会社）を設立

平成23年１月 連結子会社である株式会社オープンストリームが株式会社モバイルコンビニを吸収合併

平成23年６月 アクシスソフト株式会社の株式を追加取得し子会社化

平成23年11月 ジェイエムテクノロジー株式会社（現・連結子会社）の株式を取得し、同社子会社のJM Singapore

IT Solutions Pte.Ltd.と共に子会社化

平成23年12月 連結子会社である碼媒卓軟件(上海)有限公司が碼媒卓軟件(厦門)有限公司（現・非連結子会社）の株

式を取得し子会社化

平成24年１月 株式会社ジークホールディングス（現・連結子会社）の株式を追加取得し、同社及び同社子会社８社

に対し持分法を適用

平成24年７月 株式会社豆蔵ホールディングスへ商号変更

平成24年12月 連結子会社であるジェイエムテクノロジー株式会社がJM Singapore IT Solutions Pte.Ltd.株式の売

買契約を締結

平成25年７月 連結子会社である株式会社オープンストリームとアクシスソフト株式会社は、株式会社オープンスト

リームを存続会社としアクシスソフト株式会社を吸収合併

平成25年10月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成26年４月 株式会社メノックス（現・連結子会社）の全株式を取得し完全子会社化

平成27年１月 株式会社デジタルメディア研究所（現・連結子会社）の全株式を取得し完全子会社化

平成27年３月 株式会社ジークホールディングスの株式を追加取得し、同社及び同社子会社９社を子会社化
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３【事業の内容】

(1) 事業内容の概況

 当社グループは、当社と連結子会社18社（株式会社豆蔵、株式会社オープンストリーム、株式会社フォスター

ネット、株式会社ネクストスケープ、ジェイエムテクノロジー株式会社 、碼媒卓軟件(上海)有限公司、株式会社

メノックス、株式会社デジタルメディア研究所、株式会社ジークホールディングス、株式会社コーワメックス、

ニュートラル株式会社、株式会社アクロックス、株式会社エヌティ・ソリューションズ、日本ユニテック株式会

社、シアルシステム株式会社、テクノライクス株式会社、KOWAMEX（THAILAND）Co.,Ltd.及びXyec Singapore

Holdings Pte.Ltd.）及び非連結子会社２社（碼媒卓軟件(厦門)有限公司及びPT.JMT Indonesia）で構成され、情

報サービス事業と半導体事業を行う企業グループとなっております。

当社は、グループ各社を取りまとめ、グループ運営の方向付けを行うグループの中核会社です。連結グループ各

社の経営成績の分析を既存事業の施策へと役立ててまいります。また、グループでの新たな事業を検討し、お客様

企業へより良いサービスの提供を図ると共に、当社グループが成長するよう努力してまいります。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数字に基づいて判断するこ

ととなります。

情報サービス事業は、ビジネス・ソリューション部門、エンジニアリング・ソリューション部門、教育ソリュー

ション部門からなっております。情報工学及びソフトウエア工学を基盤として、情報化戦略の策定支援、情報化業

務の改革支援、システムの受託開発といった業務をはじめ、情報化業務に従事する技術者への教育研修を行う業

務、さらには、製品開発・販売を主たる業務としております。一方、半導体事業は、単一部門で管理しておりま

す。

 

セグメント並びにセグメント内部の部門とグループ各社の関係は、下記の表のとおりです。

［対象子会社のセグメント名称・部門名対応表］

セグメント名称 部門名 対象子会社名（一部は当該会社の部門名）
当期の新規加入

（連結加入日）

情報サービス事業 ビジネス・

ソリューション

株式会社豆蔵　エンタープライズ系 ―

株式会社オープンストリーム ―

ジェイエムテクノロジー株式会社　IT事業本部 ―

株式会社ネクストスケープ ―

株式会社フォスターネット ―

碼媒卓軟件(上海)有限公司 ―

株式会社メノックス 2014/4/1

株式会社デジタルメディア研究所 2015/1/1

ニュートラル株式会社 2015/3/27

シアルシステム株式会社 2015/3/27

株式会社アクロックス 2015/3/27

株式会社エヌティ・ソリューションズ 2015/3/27

日本ユニテック株式会社 2015/3/27

エンジニアリング・

ソリューション

株式会社豆蔵　組込系 ―

テクノライクス株式会社 2015/3/27

株式会社コーワメックス 2015/3/27

KOWAMEX(THAILAND)Co.,Ltd. 2015/3/27

教育ソリューション 株式会社豆蔵　教育系 ―

半導体事業 ― ジェイエムテクノロジー株式会社　半導体事業本部 ―

※持株会社である株式会社ジークホールディングス、Xyec Singapore Holdings Pte.Ltd.を除く
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 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

 

(2) 情報サービス事業

① ビジネス・ソリューション部門

 当社グループでは、お客様企業が業務に利用されるソフトウエアの設計、開発等を手がけており、ビジネス・ソ

リューション部門として、管理しております。

 ソフトウエアの開発（プログラムの作成、システムの作成）は、どのようなシステムを作るのか、その構想から

始まります。その構想をシステム開発の設計図に落とし込み、次にプログラムを組んで完成という流れになりま

す。これらの一連の流れを上流から下流に流れる川のように上流工程、下流工程と呼ぶことがあります。厳密な定

義はありませんが大まかにいうと、構想の構築や図面の作成といったものが上流工程で、現実にソフトを組む段階

を下流工程といいます。当社グループでは、主に、上流工程を得意としますが、上流から下流まで当社グループで

手がけることが出来ます。

　ソフトウエア開発では、お客様のニーズを完全に満たすことは、一般に難しいものといえます。ソフトウエア開

発は、建物の建築に似ていることから建築によく例えられますが、注文建築で十分に考えて作ったものであって

も、後から気づくことも多く、こうすれば良かったなどということをよく聞きます。一般に、家は３回建てないと

気に入ったものができないなどと言われるようですが、ソフトウエアも似ているところがあるといえます。家は、

家族の意見をまとめれば済みますが、会社で利用するシステムは、多くの部署、大勢の人たちが利用するものです

ので、その要求をまとめるのは、さらに難しいこととなります。

当社グループの情報サービス事業、ビジネス・ソリューション部門では、お客様企業が自社の社員向けに自社の

情報伝達の手段として、システムを作成しようとされる場合や、当社グループのお客様企業が、自社のお客様が利

用するシステムを作成される場合など、様々な用途のシステム開発をお手伝いしております。また、システムを弊

社グループにご依頼いただくお客様企業の中には、お客様企業自身が情報管理部門をお持ちで、多数のエンジニア

を抱えていらっしゃる場合や、システム自体のことをあまり詳しくないお客様企業もいらっしゃいます。とりあえ

ずこんなものを作って欲しいといったご要望には、上流工程から下流工程まで、当社グループでお引き受けする場

合もあります。一方で、お客様企業自身で開発をできるものの、どのようなシステムを構築すべきなのか、どのよ

うにまとめれば良いのか分からない、あるいは、開発手法をどうすれば良いのか、あるいは、開発工程の改善と

いった上流工程のお手伝い、改善などをお引き受けする場合もあります。システムは一度構築すれば融通が利きに

くく、当初作ったままの動作をしますが、それを利用する企業のシステムに対するニーズは、経済の動きに応じ

て、変化していくのが通常です。そのニーズの変化に事前にある程度対応しておく上流開発の手腕が求められるの

です。

 

② エンジニアリング・ソリューション部門

ソフトウエアのなかには、製品に組み込まれているものがあります。コピー機や自動車などに組込まれるソフト

ウエアはその代表例です。コピー機や自動車は高度で高速な処理をする情報機器なのです。コピー機にしても自動

車にしても人に直接便益を提供するのは機械（ハード）自身ですが、そのハードを動かすための仕組みは、機械仕

掛けの部分や電機仕掛けの部分があり、電機仕掛けの部分でも細かな判断を要する場合にはマイコンを積んで、ソ

フトウエアによりハードを動かすことになります。そのような、工業製品に組込まれるソフトウエアは、マイコン

の性能やメモリ量が制約されるなど、通常のPCなどで動くソフトウエアと比べ制約される条件が多いのが通常で

す。そのような条件をクリアしながらハードが十分な機能を発揮できるようサポートするソフトウエア作りには、

ハードとソフトに対する深い知見が必要で、高度な技術が必要とされます。

当社グループのエンジニアリング・ソリューション部門では、主に上流工程を受け持ちお客様企業にソフトウエ

アの面から製品作りを支援しております。

 

③ 教育ソリューション部門

一般事業法人の情報管理室を担うエンジニアや、情報サービス産業に属する企業のエンジニア、メーカーなどの

製造現場におけるエンジニアに対して、ソフトウエア開発を構成する方法論・技術等を伝授する実践的な場を提供

しています。
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(3) 半導体事業

 いわゆるチップと呼ばれる半導体は、PCや携帯電話、自動車など様々な工業製品に組み込まれています。チップ

には、シリコンを微細に加工することにより、様々な機能を有する回路が作りこまれ、工業製品の制御を司った

り、メモリとして利用されています。このようなチップは、半導体製造装置で作成されます。この半導体製造装置

は、微細な加工を施す装置であるがゆえ、極めて繊細な装置です。チップ作成の善し悪しは、まずは半導体製造装

置自身の性能に左右されますが、その半導体製造装置の機能を十分に引き出すためには、装置の設置から始まり、

日々のメンテナンスまで装置の運用に大きく左右されるのです。したがって、その運用には、豊富な経験と信頼で

きる技術が必要なのです。

 当社グループの半導体事業では、国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテ

ナンス等のカスタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修理・販売を行っています。
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［事業系統図］

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社豆蔵（注）１、４

東京都

新宿区
310

業務システム及び組

込システムにおける

コンサルティング

100.0

役員の兼任 ２名

資金の借入

なお、当社所有の工具、器

具及び備品を賃貸しており

ます。

（連結子会社）

株式会社オープンストリー

ム（注）１、４

東京都

新宿区
262

ソフトウエアの受託

開発、基幹業務シス

テム向けソフトウエ

アの開発及び販売

100.0

役員の兼任 ３名

資金の借入

なお、当社所有の建物附属

設備を賃貸しております。

（連結子会社）

株式会社フォスターネット

（注）１

東京都

新宿区
95

ITビジネスプロ

デュース、IT系人材

紹介、IT系人材派遣

100.0

役員の兼任 ３名

資金の借入

社内システムの運用支援

なお、当社所有の建物附属

設備を賃貸しております。

（連結子会社）

株式会社ネクストスケープ

（注）１、４

東京都

新宿区
150

インターネット関連

及びデータベースシ

ステム開発、管理、

運営

100.0
役員の兼任 ３名

資金の援助

（連結子会社）

ジェイエムテクノロジー株

式会社（注）１、４

福岡市

博多区
326

ソフトウエアの受託

開発及び開発に係る

要員の派遣、半導体

技術サービス

100.0

役員の兼任 ４名

資金の借入

なお、当社所有の建物附属

設備を賃貸しております。

（連結子会社）

碼媒卓軟件(上海)有限公司

（注）１

中国

上海市
100

ソフトウエアの研究

開発支援、品質管

理、テスティング

サービス

100.0 役員の兼任　１名

（連結子会社）

株式会社メノックス

東京都

新宿区
47

ソフトウエアの受託

開発及び受託開発に

係る要員の派遣

100.0

役員の兼任　３名

なお、当社所有の建物附属

設備を賃貸しております。

（連結子会社）

株式会社デジタルメディア

研究所

仙台市

青葉区
35

ソフトウエアの受託

開発及び開発に係る

要員の派遣、Webシ

ステム構築

100.0 役員の兼任　３名

（連結子会社）

株式会社ジークホールディ

ングス（注）１

東京都

港区
666 持株会社 59.9 役員の兼任 １名

（連結子会社）

株式会社コーワメックス

（注）３

名古屋市

中区
30

自動車向けのECUソ

フトウエア開発、

ハードウエア設計、

分析、及びそれらに

係る要員の派遣

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（連結子会社）

ニュートラル株式会社

（注）３

名古屋市

中区
40

医療・公共・その他

のビジネス系ソフト

ウエア受託開発

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（連結子会社）

株式会社アクロックス

（注）３

名古屋市

中区
20

業務システム向けソ

フトウエアの開発、

保守

100.0

(100.0)
該当事項はありません。
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名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社エヌティ・ソ

リューションズ（注）３

東京都

港区
30

基幹業務システム導

入におけるコンサル

ティング、開発、保

守

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（連結子会社）

日本ユニテック株式会社

（注）３

名古屋市

中村区
15

生産管理システム等

製造業向けソリュー

ションの販売導入

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（連結子会社）

シアルシステム株式会社

（注）３

東京都

港区
40

ITインフラ構築、業

務システム向けソフ

トウエアの開発、保

守

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（連結子会社）

テクノライクス株式会社

（注）３

東京都

港区
30

機械、電気、電子向

けハードウエア設

計、ソフトウエア開

発、及びそれらに係

る要員の派遣

95.5

(95.5)
該当事項はありません。

（連結子会社）

KOWAMEX（THAILAND)

Co.,Ltd.（注）３

タイ国

バンコク

市

10 オフショア開発支援
99.9

(99.9)
該当事項はありません。

（連結子会社）

Xyec Singapore Holdings

Pte.Ltd.（注）３

シンガ

ポール
51 持株会社

100.0

(100.0)
該当事項はありません。

（注）１ 特定子会社であります。

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。

３　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
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４ 株式会社豆蔵、株式会社オープンストリーム、株式会社ネクストスケープ及びジェイエムテクノロジー株式

会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。

主要な損益情報等

株式会社豆蔵

① 売上高 2,371,176千円  

② 経常利益 200,465千円  

③ 当期純利益 134,129千円  

④ 純資産額 604,561千円  

⑤ 総資産額 1,050,477千円  

株式会社オープンストリーム

① 売上高 3,391,006千円  

② 経常利益 433,161千円  

③ 当期純利益 275,219千円  

④ 純資産額 1,150,008千円  

⑤ 総資産額 1,775,557千円  

株式会社ネクストスケープ

① 売上高 1,917,443千円  

② 経常利益 358,994千円  

③ 当期純利益 144,387千円  

④ 純資産額 642,883千円  

⑤ 総資産額 1,159,297千円  

ジェイエムテクノロジー株式会社

① 売上高 3,501,078千円  

② 経常利益 23,135千円  

③ 当期純利益 24,341千円  

④ 純資産額 845,335千円  

⑤ 総資産額 1,341,732千円  
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

情報サービス事業 1,884

半導体事業 93

報告セグメント計 1,977

全社（共通） 36

合計 2,013

（注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門の従業員でありま

す。

３ 従業員数が前連結会計年度末に比べ1,370名増加したのは、主として株式会社ジークホールディングス及び

同社子会社９社を連結子会社化したことによるものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

28 38.6 3.1 6,148

 

セグメントの名称 従業員数（名）

全社（共通） 28

（注）１ 従業員数は就業人員であり、当社から他社への出向者を除いております。

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しております。

 

(3）労働組合の状況

 労働組合はありませんが、労使関係については良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における我が国経済は、企業部門に改善がみられるなど、緩やかな回復基調が続いていると思わ

れます。先行きについても、雇用・所得環境の改善傾向が続くなかで、緩やかに回復していくことが期待されるも

のの、海外景気の下振れといった不安要素が景気を下押しするリスクとなっています。

　情報サービス産業では、第164回全国企業短期経済観測調査（日銀短観）によると、2015年度のソフトウエア投

資計画は、大企業で前年度比若干のプラスとなっているものの、「大企業　全産業」で0.6％にとどまるなど、投

資意欲の一服感がうかがわれます。一方、経済産業省の特定サービス産業動態統計（２月分）によると、「受注ソ

フトウエア」についての売上高実績は、この１年以上の間、前年同月を上回っており、回復途上と考えられます。

すなわち、ソフトウエア投資は、この１年ほどの間、回復基調にあり、この先も一定の回復が見込まれますが、投

資意欲が鈍化している一面もあり、先行きは予断を許さない状況であることから、より的確な提案により、潜在的

需要の掘り起こしが求められると思われます。

　このような状況の下、当社グループは、技術力世界一を目指しつつ、最新のコンピュータ技術を駆使し情報サー

ビス事業を通じて、お客様企業の業務を変革する提案を行うとともに、半導体事業を通じて、モノづくりを支える

半導体製造装置の保守・メンテナンスサービスの提供を行ってまいりました。なお、当期初より、株式会社メノッ

クスが、また、平成27年１月１日より、株式会社デジタルメディア研究所が100％子会社となり、連結加入してお

ります。さらに、持分法適用関連会社であった株式会社ジークホールディングス（同社の子会社９社を含む合計10

社）が、平成27年３月27日より、連結子会社となっております。

　この結果、当連結会計年度における売上高は、12,781,453千円（前期比28.0％増）となりました。「第２ 事業

の状況 ７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (3)経営成績の分析 （情報サービス事

業）」に記載のとおり、当社グループ従業員の給与アップ、想定を上回るパートナー単価の上昇基調に加え、高度

な技術テーマに取り組んできた案件が多く、エンジニアを手厚く投入したこと、さらには、新規加入の子会社の原

価率などから連結全体の原価率が、前期に比べ、4.0ポイント増加しており、営業利益は、1,143,986千円（前期比

9.9％増）となりました。

　株式会社ジークホールディングス株式に係るTOBにおいて、株式の買取資金をシンガポールドル建てで、一定期

間保有する必要性が生じ、シンガポールドルの入手から株式買取の決済までに一定の期間を有したこと等により、

為替差損を46,704千円計上いたしました。それらの結果、経常利益は、1,123,127千円（前期比9.4％増）となりま

した。

　当連結会計年度より、日本マイクロソフト株式会社（以下MS社）の提供するCDN（コンテンツデリバリーネット

ワーク）を販売いたしておりましたが、当該サービスは、サービス開始からまだ間がなく、認知度、価格競争面で

先行企業に大きく水をあけられています。当社グループとしましても、販売に最大限努力いたしましたが、今般事

業の見直しを行い、商品評価損を特別損失に120,632千円計上いたしました。それらの結果、当期純利益は、

590,226千円（前期比1.5％増）となりました。

 

 当連結会計年度における各セグメント別の内訳等につきましては、「第２ 事業の状況 ７ 財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (3)経営成績の分析」に記載のとおりであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて、

2,835,486千円増加し、当連結会計年度末においては、4,472,542千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 
(イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果534,675千円（前期比211,952千円の収入増）の資金を得られました。収入の主な内訳は、税金

等調整前当期純利益1,010,301千円、仕入債務の増加額216,208千円などです。一方、支出の主な内訳は、売上債

権の増加額507,134千円などであります。
 

(ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果1,236,390千円（前期比1,430,455千円の収入増）の資金を得られました。これは、主として連

結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入1,546,702千円などがあったものによります。
 

(ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果1,069,144千円（前期比1,324,362千円の収入増）の資金を得られました。これは、主として短

期借入れによる収入（純額）1,163,690千円などがあったものによります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注及び受注残高

 当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同期比
（％）

受注残高（千円）
前年同期比
（％）

情報サービス事業 13,366,767 147.0 4,126,589 233.6

半導体事業 1,995,727 144.3 397,264 225.2

合計 15,362,494 146.7 4,523,854 232.9

（注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

情報サービス事業 11,006,581 127.2

半導体事業 1,774,871 133.3

合計 12,781,453 128.0

（注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 既存ビジネスの拡大、強化

　グループ各社ともに、それぞれのコアビジネスにおいてまだ発展途上で、成長の余地を残しております。一方、

当社グループが置かれている業界が、日進月歩であることから新しい技術を吸収し既存事業に反映していくことも

重要です。これまでも、この課題に取り組み各社とも成長しておりますが、今後も、現在のそれぞれの事業分野に

おける強みを活かしたうえで、新たな技術を貪欲に取り入れ、新たなビジネスへの挑戦を志し、各社単体としても

さらに競争力を高めてまいります。

 

(2) グループとしての協力体制の拡充

　グループ各社は、それぞれの事業領域が少しずつ異なっています。従って、グループ各社が協力し案件を共同で

提案したり、案件を紹介し合うといった事が可能です。当社グループでは、グループ会社間の協力体制の仕組みを

構築しており、グループ内での情報を活発にやり取りして、各グループ会社が相互に強みを補完し合っています。

今後も、グループ会社間の協力をより密にし、案件の拡充に努めてまいります。また、要員の相互利用体制も構築

しております。今後もグループ各社で要員の融通をしあい、手待ち工数を極力排除するように努め、より効率的な

資源配分を目指してまいります。

 さらに、グループ各社の技術交流も深め、より高度なシナジーの発揮を目指します。

 

(3) 組織設計による営業力連携の強化

　グループ各社の営業力を高めるため、今後も営業上の連携を継続する必要があります。グループ企業が一丸と

なって、シナジー効果が高いビジネス領域を探り、新たな事業としての確立を図ってまいります。

 

(4) 人材の確保・育成

　高度な技術力に基づいたITソリューションの提供あるいは、半導体関連の技術サービスの提供を行っていくため

には、優秀な技術者の確保、育成並びに定着を図ることが重要であると認識しております。この課題に対処するた

め、当社グループでは、優秀な技術者の確保を行うとともに、社内研修制度の強化・確立により、上級ITコンサル

タントの育成や熟練技術者のノウハウの共有化を図り半導体エンジニアの技術レベルの向上に努めてまいります。

 

(5) 半導体事業における収益基盤の強化・拡充

　半導体事業では、お客様である半導体製造企業の業績いかんによって売上高に影響を受けることが考えられま

す。そこで、半導体事業での業務内容を多様にしていくことが課題となります。半導体製造工場のホストコン

ピュータと半導体製造装置のオンライン化、ロット制御のオートメーション化、データ解析といったFAの進化に係

る技術提供を行い、収益基盤の強化・拡充を図ってまいります。また、海外半導体製造メーカーに対する支援につ

いて手掛けておりますが、さらなる活性化を目指します。

 

(6) 景気動向に影響されない高付加価値分野へのシフト

　グループ各社とも技術力をベースとしながら、より付加価値が高いサービスを提供する方向を志向しておりま

す。当社グループは、ある程度付加価値の高い分野への移行に成功していますが、当社グループが属する情報サー

ビス業は、技術レベルが日進月歩に発展しており、付加価値の高い新たなサービスが次々と生まれています。当社

グループは、今後とも新たな高付加価値サービスの提供を推進してまいります。業界全体として売上単価の低下に

直面していますが、付加価値の高い分野へのシフトにより、景気動向に左右されにくい体質へさらなる改善を目指

します。

 

(7) 戦略的投資、事業再編

　グループとしての資本力を活かすため、中長期戦略に従った戦略投資を各社で散発的に行うのではなく、グルー

プとして集中的に行います。特に技術力による差別化を重視し、特長を活かす技術蓄積を推進します。またグルー

プに加えるべき新たな事業や技術については、M&Aも含め、積極的に検討してまいります。より効率の高い投資と

なるよう、技術革新の著しい環境の中で、適切な経営資源の配置を目指してまいります。

 

(8) グループとしての効率化、全体最適化

　IT関連企業群であることから、バックオフィス機能は各会社において類似の業務が多く、各所で共通化が可能で

す。すでに、共通化を推し進めており、作業を効率化し、一定の経費削減を図ってまいりました。当社ホールディ

ングカンパニーに、企画・総務・人事・財務・経理の機能を集約させ、業務の改革を行っております。また、新た

にグループに参加する企業においても、共通化・標準化の再点検を行っております。引き続き、グループ内の情報

資産を最適化することなどが課題となり、経営のスピード向上、合理化を進めてまいります。
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(9) 内部統制、業務管理体制の強化

　内部統制の適切な構築、運用を行っておりますが、連結子会社が増加していることから、今後も、適時見直しを

継続して行ってまいります。また、業務管理の強化を図り、品質管理、業務運営管理をより一層緻密化し、株主の

方々の信頼にお応えする透明性の高い経営、お客様企業に信頼される業務運営を履行してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下には、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項につい

ては、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生

の可能性を認識した上で、その発生の回避および発生した場合の対応に努める方針ですが、本株式に関する投資判断

は、以下の記載および本項以外の記載を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。

　また、以下の記載は、本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点ご留意く

ださい。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) グループ企業間のコミュニケーション体制について

　当社グループでは、グループ内のコミュニケーションを活発にし、適時な意見交換がなされる体制が構築されて

います。しかし、今後もグループに新たに加入する会社が想定され、新規加入の会社は当初、想定外の事項が発生

し、必ずしも予想していたように連絡体制が機能しないこともありうると考えられます。グループ内部の連絡を深

め、より整合性を高めて、高度のシナジー効果を生み出すよう、より良い経営体制の検討を継続してまいります。

グループ企業の営業協力はもちろんのこと、リソースの有効利用、案件の相互乗り入れ等、より強固な体制となる

よう見直しを進めてまいります。

 

(2) 事業環境について

情報サービス事業

 情報化投資は、情報システムの大型化・複雑化を背景として需要サイド、供給サイドとも品質・コスト・工期に

関して以下のような多くの問題が生じており、根本的な改善が求められている状況にあるものと考えております。
 
① 情報システムの需要サイドにおける問題

　ITの高度利用により業務効率化や事業の再構築、新規事業の立ち上げなどを図ることで競争力を高めるため

に、企業は膨大な情報化投資を行っています。しかしながら、多くの企業では、情報化戦略の策定についての標

準的な方法が確立されておらず、工学的な検討や論理的なプロセスを経ずに情報化投資の計画が企画・立案さ

れ、投資効果の検証が曖昧なままにシステム開発が行われているのが現状であると認識しています。

　グループ統合など情報化の対象が大規模化、複雑化するにつれて、従来のような場当たり的なやり方が影響

し、情報化投資効率（ROI）が低下するだけでなく、結果的に次のような問題が生じていると考えられます。

ｉ．情報化戦略の策定やシステム開発に時間がかかり、事業展開のタイミングを逸する。

ii．情報化の対象や要求定義が確定しないままにシステム開発が行われ、大幅な設計変更や予想外の工数増加を

招く。

iii．全体の構造や流れが分析されておらず、全体最適化に寄与しなくなる。

iv．ソフトウエア構造の複雑化により拡張性・再利用性・保守性が低下し、市場の変化に即応したシステムの変

更や機能向上に柔軟に対応できなくなる。

ｖ．品質、機能が確保できず、顧客サービスに支障をきたしたり、不具合の発生により社会的信用を失う。

vi．情報化の投資効果が十分に検証されておらず、合理的な経営判断が行えない。
 
② 情報システムの供給サイドにおける問題

　情報システムの供給サイドでは、大規模かつ複雑なシステムを限られた期間と予算内で開発する責務を果たす

ため、工業生産のような体系だった生産方式や論理的なプロセスを導入する必要性が高まっております。しかし

ながら、システムの開発業務は、工業生産に比べて効率化・標準化が大きく遅れており、いまだに技術者の個人

的なノウハウに依存した手工業的な手法で行われていると認識しております。このため、次のような問題が生じ

ていると考えられます。

ｉ．需要サイドに対して有益なソリューションを提供することができない。

ii．ソリューションの提供ではなく、技術者の工数（人月単価）が競争の源泉になり、インドや中国、東南アジ

アなどオフショアに開発業務の主体が移り、国内が空洞化する。

iii．技術者のスキルが高まっても、その実践的ノウハウを集約化・共有化することができない。

iv．情報化の対象や要求定義について認識ギャップが生じ易く、ムダなコスト（工数）や時間が費やされる。

ｖ．コスト（工数）の適切な見積もりが困難である。

vi．労働集約的な業務が主体となり、技術者の過剰労働、疲弊、士気低下など労働環境が悪化する。

　当社グループでは、需要サイドの企業も供給サイドの企業も顧客となりえます。当社グループの技術基盤を用

いれば、上記の問題点を発生させず、全体最適化や拡張性・再利用性・保守性など総合的にみて情報化投資効率

（ROI）の向上を図ることができます。
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　要求開発からシステム開発まで情報化業務の改革を支援する事業領域に関して、当社グループは、専門のコン

サルタントを集中的に採用し、実績を積み重ねた結果として、上記問題に対しても需要サイド、供給サイド双方

のお客様企業にご満足いただけるものと確信しております。しかしながら、高度な技術を要することから、ひと

たび判断を誤れば上記の問題点が顕在化し、あるいは、システムの問題点を的確に指摘しきれず、コンサルティ

ングの失敗につながることも考えられます。その場合、損害賠償請求に応じなければならないことが考えられ、

さらには、信頼を失い、当該顧客企業のみならず、他の顧客も失うことにつながり、売上の低下を招くことが考

えられます。

　ソフトウエアの開発は、その品質を定量的に表すことが難しく、顧客の満足を十分に得られず、検収を拒否さ

れることがあり得ます。当社グループでは、経験豊富なエンジニアが従事しており、独自の手法により品質管理

を行いますので、そのような事態はまれと思われますが、品質向上についてはそれらの手法をより精緻化し、か

かる不測の事態を回避していく必要があります。

 

半導体事業

　半導体事業においては、主要顧客が半導体製造企業となります。主要顧客の属する半導体製造産業、特に我が国

における半導体製造産業は、近年極めて厳しい状況にありましたが、当連結会計年度からは、円安の影響やスマー

トフォン向けパネルの回復などが寄与して、着実に業績回復し始めています。しかしながら、海外メーカーの攻勢

も依然強いものがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 今後の事業展開について

① 情報サービス事業

　情報サービス事業では、技術革新が激しく、お客様のニーズも急速に変化し、新技術、新サービスが目まぐる

しく登場します。当社グループでは、それらの新技術をいち早くキャッチアップし、お客様のニーズにより良い

ソリューションを提供するため、たゆまぬ努力をしてまいります。しかし、当社グループが、こうした技術革新

に的確に対応できず、お客様企業のニーズに十分応えられることができなくなった場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

ａ．ビジネス・ソリューション部門

　当社グループは、工学技術を用いたシステムの開発技術体系をコア・コンピタンスとして事業拡大を図ってお

りますが、案件の大型化や複雑さが進み、コンサルタントとしての提案内容が高度化し、ますますスキルの高い

人材が求められています。一方で、人材確保はより困難になってきております。このため、今後工学技術を高度

に習熟した技術者を多数確保できない場合には、事業拡大が制約されるリスクがあります。

　また、一般事業法人のIT投資は、景気動向に大きく左右されます。景気の動向によっては、案件数や、売上単

価が大きく変動することなどが予想され、当社グループの売上高に影響を与えることが考えられます。

　連結納税システムの販売状況は、連結納税制度から大きな影響を受けることから、今後の制度変更が当社グ

ループの売上高を左右することがあります。

ｂ．エンジニアリング・ソリューション部門

　新製品開発競争が激しい携帯電話やデジタル家電など電子機器市場では、組込みソフトウエアの優劣が大きな

比重を占めるようになっており、メーカーにとって開発費の抑制、開発期間の短縮、拡張性・再利用性・保守性

の向上が大きな課題となっております。当該分野は、電子機器毎に高い専門性と先端技術が要求されることから

参入障壁が高く、すでに専門の技術者を集め、専門集団として認識されている当社グループには、優位性がある

と考えておりますが、万一今後の技術者の確保及び育成が当社グループの計画通りに進行しない場合には、当社

グループの事業拡大が制約される可能性があります。

　また、当社グループのエンジニアリング・ソリューション部門では、主としてメーカー企業をお客様としてお

りますが、特に基礎研究の分野や品質向上の分野でお客様企業のご支持を得ていることから、お客様企業の研究

投資の動向によっては、大きく影響を受けることが考えられます。

ｃ．教育ソリューション部門

　IT投資と同じく、IT技術者に対する教育投資も景気動向に大きく左右される傾向があります。当社グループで

は、実践に使える教育を旨として事業展開しており、多くのリピートのお客様を有しておりますが、お客様企業

の新規採用が停滞するなど雇用動向によっては、売上高に影響を与えることが考えられます。

② 半導体事業

　半導体事業は、半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンスや半導体製造装置関連の部品販売等を行って

おり、国内半導体メーカーの設備投資動向が半導体事業の受注に影響を与える可能性があります。

　半導体産業は巨額の設備投資を必要とする装置産業であり、技術革新の激しさから投資リスクが非常に高く、

シリコンサイクルに左右され、不況期に設備投資の抑制、生産・在庫調整等が行われた場合には、当社グループ

の業績その他に大きな影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 一定の顧客への依存と継続的な契約

 当社グループは、特定の顧客から、一定規模の売上が計上され、一定の顧客への依存度が高まることが想定で

きます。この場合、当該顧客の業績が、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、当社グループの顧客は、当社グループが提供するサービスに対して、確実で長期にわたる契約を締結し

ているわけではなく、既存の顧客との長期安定的なビジネスを継続できない可能性があります。

 

(5) 事業体制について

・技術者や外注先の確保及び育成

　当社グループでは、様々な工学技術（ソフトウエア工学、情報工学、経営工学）を実践的に適用できる技術者

や外注先の採用、確保及び育成に努めておりますが、当社グループが期待するスキルを持つ技術者や外注先は限

られている状況にあります。そこで、当社グループは、コンサルティング能力のある上級技術者の採用、育成が

事業拡大にとって特に重要な経営課題であると認識しており、これらを実現するための取り組みを継続しており

ます。

　しかしながら、今後、当社グループの取り組みにもかかわらず、当社グループに対する技術者の評価が期待す

るほど高まらずに、当社グループが必要とする技術者や外注先の採用、育成及び確保が思うように進行しない場

合には、受注機会の減少や当社グループの技術水準そのものの低下等により当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

 

(6) 知的財産権等について

① 知的財産権に対する方針について

　当社グループは、必要な特許等に関しては積極的に申請・取得を行う方針です。

② 第三者が保有する知的財産権侵害の可能性について

　当社グループは、当社グループの技術・サービス等が第三者の保有する特許権、商標権等の知的財産権を侵害

しないよう細心の注意を払っており、過去においてそのような訴訟を提起された事実はありません。しかしなが

ら、当社グループの事業に関連する知的財産権が第三者に成立した場合、または、当社グループの認識していな

い当社グループの事業に関連する知的財産権が既に存在した場合においては、第三者の知的財産権を当社グルー

プが侵害したとの主張に基づく訴訟を提起される可能性があります。

　当該訴訟において当社グループが敗訴した場合、多額の損害賠償債務が発生する可能性があるほか、当該サー

ビスの提供等が差し止められ、権利者への対価の支払義務が生じる可能性があり、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

③ ノウハウの劣化について

　当社グループでは、ソフトウエア開発技術の実践的ノウハウが集積されており、さらに、実際のソフトウエア

開発に適用するなかで常にフィードバックを加えながら有用性を高めるよう高度化・洗練化し、改良が進んでお

ります。しかし、第三者が類似のノウハウ等を取得した場合、当社グループの事業が制約される可能性がありま

す。

 

(7) 業績変動要因について

① 受託開発案件の工数増加及び納期遅延

　当社グループでは今後も、連結子会社の新規加入に伴い、連結売上高に対する受託開発売上高の占める割合が

増加することが予想されます。受託開発についてはプロジェクトの作業開始から検収までを各プロジェクト毎に

予算実績管理を行い、収益性確保に努めております。しかしながら、当初の見積もりと実際に発生した工数との

間にかい離が生じるなどプロジェクトが予定通りに進行しない可能性があります。

　その場合には、低採算あるいは採算割れのプロジェクトが発生することとなり、当社グループの業績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。

　また、受託開発では、瑕疵担保責任による追加の費用発生が起こりえることから、当社グループの利益計画に

重大な影響を与えることがあります。

② 開発費及び人件費負担の増加

　当社グループでは、サービスの高度化・洗練化、資産化・メニュー化、また技術者や営業要員の増員などが必

要と考えており、積極的に取り組んでおります。したがって、これらの開発費、人材獲得のための費用及び人件

費負担が今後の収益に影響を及ぼす可能性があります。

③ 製品販売及びサービス販売

　当社グループでは、外部製品及びサービスを仕入れ、製品及びサービス販売を行っておりますが、市場動向に

よっては、計画通りに販売できず利益計画に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、在庫管理は厳格に行ってまいりますが、不良在庫となる可能性があります。
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④ 半導体事業

　半導体事業の売上高は、特定のお客様企業に大きく依存していることから、当該お客様企業の業績に影響され

る可能性があります。

　また、半導体事業では、部品等の軽微な在庫を持つことがあります。在庫管理は厳格に行ってまいりますが、

不良在庫となる可能性があります。

 

(8) 法的規制・ライセンスの更新について

 当社グループは事業内容の一部において人材派遣を行っております。このため当社グループの一部企業は「労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」の規制を受けております。

　その他、当該会社の中には職業安定法に基づく有料職業紹介事業の許可を厚生労働大臣より受けているものが

あります。

　これらについて法改正がなされ、規制が強化された場合若しくは当該会社が規制に抵触することとなった場合

には、当社グループの事業活動が制限される可能性があります。さらに、当社グループのビジネスの運営、ある

いは当社グループのビジネスの運営・履行に関連する法令の変更により、時として当社の運営を履行するために

関連する政府当局からの追加の認可、承認・免許を取得する必要の生じる場合が想定されます。そのような状況

において、かかる要請を遵守するために追加の費用を負担することになり、これにより、当社グループのコスト

が増加し、当社グループの財務実績に影響を与えることになる場合が考えられます。かかる認可、承認・免許が

迅速に、あるいは仮に付与されるという保証はなく、かかる認可、承認・免許の取得が遅れた場合、あるいは取

得ができなかった場合、当社グループのビジネス、業績および見通しに悪影響を及ぼすことが想定されます。

　さらに、「有料職業紹介事業免許」「一般労働者派遣業免許」「機械機器設置業（一般建設業）免許」及び、

一部当社グループ企業が保有している「ISO/IEC27001管理システム認証」「マイクロソフト・ソリューション・

プロバイダー資格」「ISO9001:2008品質管理システム認証」などの資格は、定期的に関連する当局や認証機関に

より見直され、更新されます。またコンプライアンスあるいは更新の基準は時々変更されることがあります。そ

の時、認可、ライセンス・資格の更新がなされない場合、あるいは新規の申請が却下された場合には、当社グ

ループのビジネス、業績および見通しに悪影響を及ぼすことが想定されます。

 

(9) 情報セキュリティの管理について

　当社グループは派遣契約、請負契約により顧客企業から業務を受注していることがあり、顧客のビジネス上・

技術上の重要機密に日常的に接しております。当社グループでは、顧客情報の取扱いに細心の注意を払っており

ますが、万一情報漏洩が発生した場合には、顧客からクレームを受け、契約の解除や損害賠償債務の発生、当社

グループの事業に対する信用が低下すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10) 新規事業、投融資について

　当社グループは業容の拡大を図るため新規事業の立ち上げを行っていくほか、M&A、業務・資本提携、投融資

等を積極的に行うことにより、既存事業との相乗効果を高めながら更なる成長の確立を目指していく方針であり

ます。

　しかしながら新規事業の展開にあたっては、当社グループの提供するサービスや製品が市場に受け入れられな

い等、予期せぬ事態の発生や様々な外部要因の変化により、計画の大幅な変更、遅延、中止等の可能性がありま

す。

　また、当該新規事業や今後のM&A、業務・資本提携、投融資等による業容の拡大・収益性の向上について、当

社グループの業績に与える影響を確実に予測することは不可能であり、投下資本を回収できない可能性もありま

す。このような場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、当該新規事業や今後の

M&A、業務・資本提携、投融資等にあたり、資金調達の必要性が生じますが、適時適切に資金調達が実施でき

ず、計画が不発に終わり、計画の修正にあたって予期せぬ損失を被る可能性があります。

 

(11) 海外事業について

　当社グループは事業戦略の一環として海外市場での事業展開を進めており、中国、インドネシア、シンガポー

ル及びタイ国に子会社を有しております。当社グループの海外事業は、為替などの経済動向、予期しない法律又

は規制の変更、文化や慣習の相違から生ずる労務問題、政治的・社会的変動など、さまざまな要因の影響下にあ

り、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 また、当社グループの売上の大部分は日本国内から発生しており、日本市場に対する当社グループのサービス

の供給は、近い将来においても継続して当社グループの売上の重要な部分を占めると思われます。日本における

経済、政治、社会及び法務環境の不利益な変更は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(12) その他

① ストック・オプションの行使による株式価値の希薄化

　当社グループは、取締役、監査役及び従業員に対して、当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高め、

優秀な人材を確保し、長期的貢献を促進し、より一層株主の利益を重視した業務展開を図ることを目的とし、ス

トック・オプションとして新株予約権を発行しております。

　平成27年３月31日現在、同ストック・オプションの未行使残は495,600株であり、これは発行済株式総数

19,105,200株の2.59％に相当しており、今後権利行使により株式が発行及び売却された場合には、将来的に当社

の株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社の株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

② 無形固定資産（ソフトウエア）の償却について

　市場販売目的のソフトウエアの減価償却については、見込有効期間における、見込販売収益に基づく方法を採

用しております。見込販売収益は実現可能性のある販売計画に基づき作成しておりますが、販売収益が当初の計

画を下回った場合には減損損失が発生する可能性があります。

　社内利用目的のソフトウエアについては、企業組織の再編、サービスの変更などにより、今後利用が見込め

ず、除却あるいは減損の対象となる可能性があります。

③ のれんの償却について

　当社グループは、適用した償却期間に渡ってのれんの効果が発現すると考えておりますが、子会社の業績悪化

など、その効果が取得時の計画を下回った場合には、臨時の損失が発生する可能性があります。

④ 有価証券（その他投資、のれん）の減損

　当社グループは、持合い、事業運営の円滑化等の目的で、有価証券（その他投資）を保有しています。近時の

経済環境、市場環境は、ますます不透明な状況となっていることから、当該会社の業績悪化や市況の不調の危険

性が増大しており、当該株式等の急激な下落が考えられ、ひいては当該株式等の減損の危険性が増しておりま

す。また、当社が保有する関係会社株式は、当社子会社、関連会社の業績及び時価次第では有価証券、あるいは

のれんの減損の可能性があり、近時の経済環境の悪化の影響を受け、その危険性が増しております。

⑤ 貸倒損失について

　与信は十分慎重に検討してまいりますが、近時の経済状況においては、不測の事態から倒産に追い込まれるこ

とも少なくなく、貸倒損失が発生することがあります。

⑥ 財務制限条項に起因するリスク

　短期借入金のうち500,000千円、１年内返済予定の長期借入金のうち120,000千円及び長期借入金のうち90,000

千円については、財務制限条項が付されており、当該条項に抵触することとなった場合には、借入金利の引上げ

や期限の利益の喪失が発生し、新規の借入金の調達が困難となり、当社の資金繰りに影響を及ぼす可能性があり

ます。

⑦ 電力供給不足について

　電力供給が必ずしも十分に確保され続けると言い切れない状況の中、作業の中断といったことも想定され、手

待ち工数の増加や作業効率の低下により、業績に影響を与えることが懸念されます。

 

５【経営上の重要な契約等】

（共通支配下の取引）

　当社連結子会社である株式会社ジークホールディングス（出資比率59.9％）は、平成27年２月５日開催の取締役

会（取締役会開催時は当社の持分法適用関連会社）において、同社の連結子会社（出資比率100％）であるニュー

トラル株式会社と日本ユニテック株式会社が合併することを決議し、連結子会社の両社が合併契約を締結いたしま

した。

　なお、詳細につきましては、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。

 

 

６【研究開発活動】

 該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態に関する分析

　資産、負債及び純資産の状況

(イ）資産

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて、128.2％増加し、9,434,051千円となりました。これは、主として、

株式会社ジークホールディングス及び同社子会社９社を連結子会社化したことなどにより「現金及び預金」が

2,800,227千円、「売掛金及び受取手形」が1,904,299千円増加したことなどによります。（なお、「現金及び預

金」の詳しい内容につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　④連結

キャッシュ・フロー計算書」をご参照下さい。）

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、15.2％増加し、2,840,499千円となりました。これは、主として、

株式会社ジークホールディングス及び同社子会社９社を連結子会社化したことなどにより「のれん」が493,149

千円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、86.0％増加し、12,274,551千円となりました。

(ロ）負債

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、169.3％増加し、6,458,520千円となりました。これは、主として株

式会社ジークホールディングス及び同社子会社９社を連結子会社化したこと及び銀行からの運転資金借入などに

より「短期借入金」が1,995,600千円増加したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて49.2％増加し、652,675千円となりました。これは、主として株式会

社ジークホールディングス及び同社子会社９社を連結子会社化したことなどにより「その他」に含まれる繰延税

金負債が69,457千円増加したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、150.8％増加し、7,111,195千円となりました。

(ハ）純資産

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、37.1％増加し、5,163,355千円となりました。これは、主として

株式会社ジークホールディングス及び同社子会社９社を連結子会社化したことにより「少数株主持分」が

829,133千円増加したこと及び当期純利益が590,226千円であったことなどにより「利益剰余金」に含まれる繰越

利益剰余金が483,420千円増加したことなどによります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、2,835,486

千円増加し、当連結会計年度末においては、4,472,542千円となりました。

 当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は「第２ 事業の状況 １ 業績等の概

要 (2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

(3）経営成績の分析

① 売上高

 セグメント別概況の内訳につきましては、次のとおりです。

（単位：千円）
 

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

売上高 構成比（％） 売上高 構成比（％）

情報サービス事業 8,654,934 86.7 11,006,581 86.1

半導体事業 1,331,766 13.3 1,774,871 13.9

合計 9,986,701 100.0 12,781,453 100.0

 
   （情報サービス事業）

　情報サービス事業では、売上高は11,006,581千円（「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含まない外部

顧客への売上高（以下同じ））（前期比27.2％増）となりました。

　当連結会計年度は、当社グループ従業員の給与アップ、想定を上回るパートナー単価の上昇基調に加え、高度

な技術テーマに取り組んできた案件が多く、エンジニアを手厚く投入したことなどから、前連結会計年度に比べ

原価率が悪化しております。この点、新規の高度技術については、そのノウハウが蓄積され、次の案件では強み

へと変革できるよう取組んでいるもので、徐々にその成果が出始めています。また、新規に連結加入した子会社

の原価率が必ずしも良好ではない場合があることから、連結全体の原価率悪化の原因となっています。しかし、

この点は、連結グループ間での営業協力、管理ノウハウの移転等を行い、高利益体質の企業へと転換を行ってい

く当初からの計画です。当社グループへまずは参画いただき、当社グループ総出で一丸となり、高品質、高利益

体質へと変革するようバックアップしてまいります。

 その結果、セグメント利益は、1,806,792千円（前年同期比7.7％増）となりました。
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 以下では、情報サービス事業における売上高と概況を部門別に記載します。
 

ａ．ビジネス・ソリューション部門

　一般事業法人様向け基幹システム刷新に係る基盤構築案件は、金融業や製造業、サービス業の大手お客様企業

向けと、お客様企業が広がり、引き続き堅調です。いわゆるアジャイル開発による依頼も引き続き多く、お客様

企業とともにより良いシステム作りに貢献しています。

　業務遂行や業務管理向けソフトウエアの開発案件は、プロジェクト管理ツールによる技術支援コンサルティン

グが拡大してきました。また、クラウドサービスやスマートデバイス、ビッグデータといった新たな技術領域に

ついても継続受注が増え、事業としての利益改善の基盤ができてきました。ビッグデータを利用したWeb上での

行動分析や情報資産のクラウド上での一元管理などを通じて、お客様企業の売上向上、経費節減ソリューション

が好評です。

 G空間を利用した位置計測、さらには、水道管理のクラウドシステムプロジェクト、ドローン関連等、位置計

測に関する新たな技術領域のサービス提供を開始しています。

 音楽配信・映像配信ソリューションについては、当社グループ独自のDRMエージェント（著作権管理された動

画や音楽をスマートフォン上で再生するミドルウエア）の販売、クラウド化、高速化といったトータルソリュー

ションの提供が堅調です。インターネットを利用した多様なコンテンツサービスが急速に展開される中、情報量

が膨張していることや、著作権保護技術の重要性がクローズアップされていることから、ニーズの高まりが今後

も期待できます。さらには、Microsoft Azureを利用したシステムのクラウド化も併せて提供することで、配信

コストを抑えたソリューションを提供でき高評価を得ています。ただし、MS社の提供するCDNについては、MS社

自体が後発の事業主体であることもあって、そのサービス自体の認知度、価格競争力がまだまだ十分ではなく、

当社グループでは、高度の配信技術、暗号化技術等とセットで提案しているものの、CDNの販売には苦戦してお

り、この点で商品評価損を特別損失に計上するなど、事業の見直しを行っております。

 さらには、スマートフォンを利用した社内向け、顧客向けサービス提供アプリの開発といった、スマートフォ

ン連携も引き続き堅調です。

 サイトコア社が提供するデジタルマーケティングを可能とするCMSサービスであるSitecoreの導入案件は、引

き合いも多く、実績についても堅調です。

（注）Sitecore

 サイトコア社は、デンマークに本社を置く、中規模から大規模向けを対象としたWeb CMSソリュー

ションを提供している会社。

 CMS（コンテンツマネジメントシステム）は、Webコンテンツを構成するテキストや画像などのデジタ

ルコンテンツを統合・体系的に管理し、配信など必要な処理を行うシステムの総称。

　プロダクトとして開発・販売しておりますBiz/BrowserVは、パソコンだけでなく、モバイル端末、スマート

フォンやAndroid、iOSにも対応し、ユーザーのニーズに柔軟に対応可能なプロダクトです。開発支援テンプレー

ト集Biz/Blockの提供や技術支援サービスの提供等、総合的な業務支援に取り組んでおり、好評を得ておりま

す。

　その結果、当連結会計年度における売上高は、9,885,622千円（前期比27.3％増）となりました。

 なお、新規加入の子会社は、「第１企業の概況　３事業の内容　(1)事業内容の概況」に記載の［対象子会社

のセグメント名称・部門名対応表］に記載のとおりです。
 
ｂ．エンジニアリング・ソリューション部門

　期初における研究開発投資がやや低調であったものの、自動車向けのコンサルティングは堅調で、自動車制御

用コンピュータに係るAUTOSAR（車載ソフトウエアの標準規格）ベースでのアーキテクチャ設計支援や安全系の

研究開発支援が拡大してきております。自動車については、安全サポートや自動操縦といった研究が盛んにおこ

なわれており、当社グループの組込技術が貢献できる分野が数多くあります。

 加えて、大手無線事業会社の船舶用測位システムへのアーキテクチャ設計支援も継続拡大しており、船舶の運

航支援、運航安全に寄与するシステムにも貢献しています。

 また、ハードウエア開発を含めた産業用ロボット向け技術支援分野が軌道に乗り、継続受注により案件が拡大

しています。医療用ソフトウエア分野にも力を入れ案件拡大に取り組んでいます。

　その結果、当連結会計年度における売上高は、929,091千円（前期比35.0％増）となりました。

 なお、新規加入の子会社は、「第１企業の概況　３事業の内容　(1)事業内容の概況」に記載の［対象子会社

のセグメント名称・部門名対応表］に記載のとおりです。
 

ｃ．教育ソリューション部門

　例年に比べシステム事業者向け新人教育が受講者増で売上貢献しましたが、新人教育の終了する９月以降の案

件獲得が課題となっていました。その中で、アジャイル開発等の近年力を入れてきたコースウエアや、公共向け

の人材育成、反復型開発理論の実践コースは、引き続き好評で、さらに、中堅教育や旧来技術の技術者をJava技

術者へ転換する教育などの営業強化を図ってまいりました。

　その結果、当連結会計年度における売上高は、191,867千円（前期比3.5％減）となりました。
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   （半導体事業）

　日本の半導体メーカーでは、円安による経済環境の変化に加え、スマートフォンやタブレットPC等の需要を背

景に、生産が回復し、新規の設備投資も始まっています。

　アメリカに本部を置くアプライドマテリアルズジャパン株式会社からの発注を受け、三重県四日市市における

半導体メーカー向けの半導体製造装置搬入及び立ち上げ、トラブル対応、定期メンテナンス、部品修理等の案件

遂行に注力してまいりました。さらなる案件拡大に努力しているところです。

　さらに、当連結会計年度より新たに取引を開始した、オランダに本部を置くエーエスエムエル・ジャパン株式

会社からは、三重県四日市市に加え、広島県広島市における半導体製造メーカー向けサービスでも受注し、さら

なる案件拡大に努めています。これらの受注に対応すべく積極的な採用を行っており、人材確保に努めていま

す。加えて、この２社以外の新規取引先の開拓を積極的に模索しています。

 国内半導体メーカーからは、J+Bridge（半導体工場のホストコンピュータと半導体製造装置をオンライン化

し、制御及び解析を行う当社グループ製ソフトウエア）が好評を得ています。さらに、中古製造装置の導入支援

といった、新たな領域でのサービスも好評を得ております。

 また、海外の半導体メーカーとの取引拡大にも注力しており、半導体工場向けのソフトウエア開発の他、

J+Bridgeや耐震キット（半導体製造装置の耐震性を高める当社グループ製キット）の受注・販売拡大に向け積極

的に展開しております。

その結果、当連結会計年度における売上高は、1,774,871千円（前期比33.3％増）、セグメント利益は180,130

千円（前期比22.8％増）となりました。
 
② 売上総利益

 売上総利益は3,489,943千円、売上総利益率は27.3％となりました。
 

③ 営業利益

 販売費及び一般管理費として2,345,956千円を計上し、営業利益は1,143,986千円となりました。
 

④ 経常利益

 当連結会計年度における経常利益は1,123,127千円となりました。営業外収益に、「持分法による投資利益」

を24,992千円を計上する一方、営業外費用として「為替差損」46,704千円、「支払利息」17,960千円を計上した

ことが主な要因です。
 

⑤ 当期純利益

 当連結会計年度における当期純利益は590,226千円となりました。特別利益に、「投資有価証券売却益」

23,473千円を計上する一方、特別損失として「商品評価損」120,632千円を計上したことが主な要因です。

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境について、情報サービス事業では、景気回復の途上にあるものの、投資意欲に

一服感が垣間見られ、提案力の高さが要求される状況にあると言えます。一方、半導体事業では日本における半導

体製造事業が、円安傾向やタブレット端末の好調を背景に、新たな設備投資が活発化するなど、活況へと向かいつ

つあります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、情報サービス事業においては、利用価値の高い技術

のさらなる蓄積を図ってまいります。そのうえで、これまでに蓄積した技術力と積み重ねた経験を実務に的確に

フィードバックさせ、IT技術とお客様企業のビジネスを融合させてまいります。一方、半導体事業では、海外半導

体メーカーへの対応をより深耕させるとともに、新たなサービスの開発を行いながら、国内半導体メーカーへのき

め細かなサービス提供に注力してまいります。さらに当社グループでは今後とも、積極的なM&Aや事業再編を展開

し、事業規模の拡大と投資効率の改善を推し進めてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当社グループの当連結会計年度における設備投資の総額は105,305千円であり、セグメント毎の設備投資について

示すと、情報サービス事業で87,555千円、半導体事業で4,573千円、全社(共通)で13,175千円であります。その主な

ものは事務所移転に伴う建物付属設備の新設及び自社利用ソフトウエアの導入等であり、当連結会計年度において重

要な設備の除却、売却はありません。

 

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成27年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

合計

本社

（東京都新宿区）
全社(共通)

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

28,531

[40,272]
16,357 12,004 56,893 28

（注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。

２ 建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

３ 上記中［外書］は、当連結会計年度における事務所の賃借料であります。

４ 現在休止中の設備はありません。

 

(2）国内子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）建物

車両運搬
具

工具、器
具及び備
品

ソフト
ウエア

その他 合計

株式会社

豆蔵

本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

12,259

[54,329]
－ 957 600 － 13,816 96

株式会社

オープン

ストリー

ム

本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

23,487

[65,431]
－ 9,961 2,412 28,700 64,562 184

株式会社

フォス

ターネッ

ト

本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

2,756

[9,586]
－ 2,409 4,940 381 10,488 71

株式会社

ネクスト

スケープ

本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

29,124

[34,632]
－ 23,956 42,128 － 95,209 56

ジェイエ

ムテクノ

ロジー株

式会社

福岡本社

（福岡市

博多区）

情報サー

ビス事業

半導体事

業

全社(共

通)

統括業務施設

車両運搬具

情報処理設備

ソフトウエア

2,330

[14,893]
99 1,596 8,682 30,706 43,416 69
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会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）建物

車両運搬
具

工具、器
具及び備
品

ソフト
ウエア

その他 合計

ジェイエ

ムテクノ

ロジー株

式会社

東京本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

半導体事

業

全社(共

通)

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

6,447

[24,331]
－ 2,073 188 － 8,709 98

ジェイエ

ムテクノ

ロジー株

式会社

大阪事業

所

（大阪市

淀川区）

半導体事

業

車両運搬具

情報処理設備

－

[5,272]
2,843 73 － － 2,917 26

ジェイエ

ムテクノ

ロジー株

式会社

四日市事

務所

（三重県

四日市

市）

半導体事

業

統括業務施設

情報処理設備

1,054

[1,303]
－ 21 － － 1,075 50

株式会社

メノック

ス

本社

（東京都

新宿区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

8,613

[13,322]
－ 3,671 176 － 12,461 107

株式会社

デジタル

メディア

研究所

本社

（仙台市

青葉区）

ほか１事

業所

情報サー

ビス事業
情報処理設備

－

[4,392]
－ 629 － － 629 64

株式会社

ジーク

ホール

ディング

ス

本社

（東京都

港区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

14,705

[309]
－ 8,227 8,667 178 31,779 23

株式会社

コーワ

メックス

本社

（名古屋

市中区）

ほか４事

業所

情報サー

ビス事業

統括業務施設

車両運搬具

情報処理設備

ソフトウエア

64,137

[380]
482 2,977 7,959 5,340 80,897 500

ニュート

ラル株式

会社

本社

（名古屋

市中区）

ほか５事

業所

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

1,458

[514]
－ 756 1,635 2,353 6,203 282

株式会社

アクロッ

クス

本社

（名古屋

市中区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

312

[105]
－ 131 － 843 1,287 58

株式会社

エヌ

ティ・ソ

リュー

ションズ

本社

（東京都

港区）ほ

か２事業

所

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

1,967

[164]
－ 2,523 981 － 5,472 90

日本ユニ

テック株

式会社

本社

（名古屋

市中村

区）

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

1,573

[82]
－ 438 1,394 80 3,486 24
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会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）建物

車両運搬
具

工具、器
具及び備
品

ソフト
ウエア

その他 合計

シアルシ

ステム株

式会社

本社

（東京都

港区）ほ

か１事業

所

情報サー

ビス事業

統括業務施設

情報処理設備

ソフトウエア

1,043

[91]
－ 909 458 104 2,516 102

テクノラ

イクス株

式会社

本社

（東京都

港区）ほ

か３事業

所

情報サー

ビス事業

統括業務施設

車両運搬具

情報処理設備

ソフトウエア

396

[86]
215 265 955 － 1,834 85

（注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。

２ 建物はすべて賃借しており、建物欄の金額は、建物内の建物附属設備の帳簿価額であります。

３ 上記中［外書］は、当連結会計年度における事務所の賃借料であります。

４ 現在休止中の設備はありません。

 

(3）在外子会社

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 67,200,000

計 67,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成27年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年６月22日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,105,200 19,118,400
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であ

ります。

計 19,105,200 19,118,400 － －

　（注）　提出日現在の発行数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づく、当社の取締役、監査役及び従業員

に対する新株予約権等の状況は次のとおりであります。

　　　平成17年12月22日定時株主総会の特別決議（平成18年４月28日取締役会の決議）

　　当社が発行した新株予約権は平成26年６月30日をもって権利行使期間が満了したため、消滅しております。

 

②　会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条の規定に基づく、当社及び当社

子会社の取締役、監査役及び使用人に対する新株予約権等の状況は次のとおりであります。

（ⅰ）平成19年６月27日定時株主総会の特別決議（平成20年６月19日取締役会の決議）

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数（個） 185（注）２，６ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
111,000

（注）２、３、６、７、８
同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 141（注）４、７、８ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日から

平成28年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価額    141

資本組入額   71
(注)７、８ 同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１ 普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。また、単元株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、600株であります。

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

４ 各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株

当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比

率に応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1  

分割・併合の比率  

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行

使による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価  

既発行株式数＋新規発行による増加株式数  

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。
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また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

５ 新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役または使

用人の何れかの地位を保有しているものとします。

ただし、当社の使用人の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の

取締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3）新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4）その他の条件については、取締役会決議により決定します。

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

７ 平成24年３月１日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成24年４月１日をもって普通株式１株を３株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

８ 平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日をもって普通株式１株を200株に

分割し、単元株式数を100株とする単元株制度を導入したことにより、「新株予約権の目的となる株式の

数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額」が調整されております。

 

（ⅱ）平成20年６月24日定時株主総会の特別決議（平成21年６月12日取締役会の決議）

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数（個） 120（注）２、６ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
72,000

（注）２、３、６、７、８
同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 84（注）４、７、８ 同左

新株予約権の行使期間
平成23年７月１日から

平成29年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価額    84

資本組入額  42
(注)７、８ 同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１ 普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。また、単元株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、600株であります。

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。
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４ 各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株

当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比

率に応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1  

分割・併合の比率  

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行

使による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価  

既発行株式数＋新規発行による増加株式数  

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。

５ 新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役または使

用人の何れかの地位を保有しているものとします。

ただし、当社の使用人の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の

取締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3）新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4）その他の条件については、取締役会決議により決定します。

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

７ 平成24年３月１日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成24年４月１日をもって普通株式１株を３株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

８ 平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日をもって普通株式１株を200株に

分割し、単元株式数を100株とする単元株制度を導入したことにより、「新株予約権の目的となる株式の

数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額」が調整されております。
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（ⅲ）平成20年６月24日定時株主総会の特別決議（平成21年６月12日取締役会の決議）

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数（個） 521（注）２、６ 499（注）２、６

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
312,600

（注）２、３、６、７、８

299,400

（注）２、３、６、７、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 84（注）４、７、８ 同左

新株予約権の行使期間
平成23年７月１日から

平成29年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価額    84

資本組入額  42
(注)７、８ 同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１ 普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。また、単元株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、600株であります。

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとします。

４ 各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株

当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比

率に応じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとしま

す。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1  

分割・併合の比率  

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行

使による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価  

既発行株式数＋新規発行による増加株式数  

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとします。
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５ 新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役または使

用人の何れかの地位を保有しているものとします。

ただし、当社の使用人の定年または会社都合による退職など正当な理由がある場合及び退任する当社の

取締役または監査役に正当な理由がある場合にはこの限りでないものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続人がその権利を行使することができるものとします。

(3）新株予約権の譲渡・質入れ、その他一切の処分は認められないものとします。

(4）その他の条件については、取締役会決議により決定します。

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当対象者の退職等により割当対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

７ 平成24年３月１日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成24年４月１日をもって普通株式１株を３株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

８ 平成25年５月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日をもって普通株式１株を200株に

分割し、単元株式数を100株とする単元株制度を導入したことにより、「新株予約権の目的となる株式の

数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額」が調整されております。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年４月１日～

平成23年３月31日

（注）１

76 30,996 4,750 802,300 4,750 1,185,820

平成23年４月１日～

平成24年３月31日

（注）１

142 31,138 5,448 807,748 5,448 1,191,268

平成24年４月１日

（注）２
62,276 93,414 ― 807,748 ― 1,191,268

平成24年４月１日～

平成25年３月31日

（注）１

1,131 94,545 15,183 822,932 15,183 1,206,452

平成25年４月１日～

平成25年９月30日

（注）１

150 94,695 1,792 824,725 1,792 1,208,245

平成25年10月１日

（注）３
18,844,305 18,939,000 ― 824,725 ― 1,208,245

平成25年10月２日～

平成26年３月31日

（注）１

12,600 18,951,600 757 825,482 757 1,209,002

平成26年４月１日～

平成27年３月31日

（注）１

153,600 19,105,200 26,219 851,701 26,219 1,235,221

（注）１ 新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

２ 株式分割（１：３）によるものであります。

３ 株式分割（１：200）によるものであります。

４ 平成27年４月１日から平成27年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が13,200

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ793千円増加しております。

 

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株式
の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 20 34 29 30 － 5,467 5,580 －

所有株式数

（単元）
－ 16,900 12,523 35,898 5,739 － 119,980 191,040 1,200

所有株式数の

割合（％）
－ 8.85 6.56 18.79 3.00 － 62.80 100 －

（注） 自己株式1,506,600株は、「個人その他」に15,066単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

情報技術開発株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 3,079,200 16.12

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 456,800 2.39

松本　修三 横浜市都筑区 333,300 1.74

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 320,900 1.68

荻原　紀男 川崎市麻生区 295,200 1.55

CHASE MANHATTAN BANK GTS

CLIENTS ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

5TH FLOOR,TRINITY TOWER9,THOMAS MORE

STREET LONDON,E1W 1YT,UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

287,900 1.51

豆蔵グループ従業員持株会

理事長　山田　雅彦
東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 270,600 1.42

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 210,000 1.10

和田　成史 東京都港区 188,000 0.98

岩崎　泰次 静岡市駿河区 183,000 0.96

計 － 5,624,900 29.44

（注） 上記のほか、当社が保有している自己株式1,506,600株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合：

7.89％）があります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 1,506,600
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,597,400 175,974 同上

単元未満株式 普通株式　　　 1,200 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 19,105,200 － －

総株主の議決権 － 175,974 －

 

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社豆蔵ホールディングス

東京都新宿区西新

宿二丁目１番１号
1,506,600 － 1,506,600 7.89

計 － 1,506,600 － 1,506,600 7.89
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（９）【ストックオプション制度の内容】

 当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

 当該制度は、会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条に基づき新株予約

権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

① 平成19年６月27日株主総会決議

 会社法第361条第１項第３号、第387条第１項、第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストック・

オプションとして当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対し、新株予約権を発行することを平

成19年６月27日開催の定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年６月27日

付与対象者の区分及び人数

当社及び当社子会社の取締役 ８名

当社監査役 ３名

当社及び当社子会社の使用人 ９名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注） 付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による新株予約権の失効により本報告書提出日の前月末現

在、当社及び当社子会社の取締役３名、監査役２名及び使用人４名、185個（111,000株）となっております。

 

② 平成20年６月24日株主総会決議

 会社法第361条第１項第３号、第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストック・オプションとして

当社取締役に対し、新株予約権を発行することを平成20年６月24日開催の定時株主総会において決議された

ものであります。

決議年月日 平成20年６月24日

付与対象者の区分及び人数 取締役 ４名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注） 付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による新株予約権の失効により本報告書提出日の前月末現

在、当社取締役２名、120個（72,000株）となっております。
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③ 平成20年６月24日株主総会決議

 会社法第236条、第238条、第239条の規定に基づき、ストック・オプションとして当社使用人及び当社子

会社の取締役、使用人に対し、新株予約権を発行することを平成20年６月24日開催の定時株主総会において

決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社子会社の取締役 ７名

当社及び当社子会社の使用人 150名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注） 付与対象者の区分及び人数は、付与対象者の退職による新株予約権の失効及び新株予約権の権利行使により本

報告書提出日の前月末現在、当社子会社の取締役３名、当社及び当社子会社の使用人53名、499個（299,400

株）となっております。

 

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

   該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 1,506,600 － 1,506,600 －
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３【配当政策】

 当社は、当社グループの企業体質強化と積極的な事業展開に備えるため、内部留保の充実を勘案しながら、株主の

皆様への長期的な利益還元を最重視して、安定的な配当を行ってまいります。

 当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としておりますが、将来の配当政策の変更に備え、当社

定款では会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定めております。なお、配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会です。

 当事業年度は、平成26年５月８日付で公表の通り、１株当たり期末配当金として、普通配当を６円としました。

 今後につきましては、事業展開の状況、経営成績、株主の皆様への長期的な利益還元を総合的に勘案して、配当金

額を検討してまいります。

 なお、内部留保資金につきましては、今後の事業展開へ備え、優秀なエンジニアの確保のための資金や、新製品の

開発、新たな事業の開拓等に利用してまいります。

 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成27年６月19日

定時株主総会決議
105,591 6

 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 250,800
188,000

(注)２　□53,100
119,700

166,500

(注)3　□515
845

最低（円） 35,300
89,900

(注)２　□46,600
36,600

60,000

(注)3　□325
343

（注）１ 最高・最低株価は、平成25年10月25日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京

証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

２ □印は、株式分割(平成24年４月１日、１株→３株)による権利落後の最高・最低株価を示しております。

３ □印は、株式分割(平成25年10月１日、１株→200株)による権利落後の最高・最低株価を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 720 776 717 742 758 656

最低（円） 580 618 642 657 580 608

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

男性　８名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 荻 原 紀 男 昭和33年１月７日生

昭和58年10月 アーサーヤング公認会計士共同事務所入

所

(注）３ 295,200

昭和63年８月 朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査

法人）に転籍

平成８年２月 荻原公認会計士税理士事務所開業

平成12年１月 当社取締役

平成13年８月 当社取締役副社長COO

平成15年２月 当社代表取締役社長（現任）

平成15年３月 税理士法人プログレス開業代表社員（現

任）

平成18年４月 株式会社オープンストリーム取締役（現

任）

平成18年10月 株式会社豆蔵代表取締役社長

平成21年１月 同社代表取締役会長

平成21年４月 同社代表取締役社長

平成21年12月 株式会社ネクストスケープ取締役（現

任）

平成21年12月 株式会社フォスターネット代表取締役社

長

平成22年６月 株式会社ジークホールディングス取締役

（現任）

平成22年９月 碼媒卓軟件(上海)有限公司董事（現任）

平成24年１月 ジェイエムテクノロジー株式会社取締役

（現任）

平成24年４月 株式会社フォスターネット取締役（現

任）

平成24年10月

平成25年11月

碼媒卓軟件(厦門)有限公司董事（現任）

テクノライクス株式会社取締役

平成26年４月 株式会社豆蔵取締役（現任）

平成26年４月 株式会社メノックス取締役（現任）

平成27年１月 株式会社デジタルメディア研究所取締役

（現任）

取締役

グループ経

営企画本部

長

佐 藤 浩 二 昭和44年４月９日生

平成４年４月 日本ユニシス株式会社入社

(注）３ 22,800

平成10年３月 日本ヒューレット・パッカード株式会社

入社

平成16年８月 株式会社オープンストリーム入社

平成18年４月 同社取締役

平成19年７月 同社代表取締役社長

平成19年７月 株式会社豆蔵取締役

平成19年７月 当社入社執行役員

平成20年６月 当社取締役（現任）

平成21年12月 株式会社フォスターネット取締役（現

任）

平成22年９月 碼媒卓軟件(上海)有限公司董事

平成24年１月 ジェイエムテクノロジー株式会社取締役

平成26年４月 株式会社メノックス取締役（現任）

平成27年１月

 
平成27年４月

株式会社デジタルメディア研究所取締役

（現任）

株式会社オープンストリーム代表取締役

会長（現任）

平成27年４月 ジェイエムテクノロジー株式会社代表取

締役社長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役
管理総括

本部長
南 口 和 彦 昭和43年６月６日生

平成４年４月 京都市役所入庁

(注）３ 54,900

平成11年10月 朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査

法人）入所

平成16年11月 当社入社財務・経理課長

平成17年12月 当社財務・経理部長

平成19年５月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役（現任）

平成21年12月 株式会社ネクストスケープ取締役（現

任）

平成24年１月 ジェイエムテクノロジー株式会社取締役

（現任）

平成26年４月 株式会社メノックス取締役（現任）

平成27年１月 株式会社デジタルメディア研究所取締役

（現任）

取締役 － 鈴　木　邦　男 昭和19年１月６日生

昭和42年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

(注）３ 60,600

平成４年１月 同社業務改革推進本部長

平成７年１月 同社CIO

平成９年４月 同社理事

平成13年１月 有限会社ケイ・エス・マネジメント代表

取締役（現任）

平成13年９月 株式会社ディーバ（現 株式会社アバン

ト）監査役（現任）

平成16年９月 株式会社オープンストリーム監査役

平成18年９月 株式会社インフォクリエイツ監査役（現

任）

平成18年12月 株式会社シンメトリック取締役（現任）

平成19年６月 当社監査役

平成21年６月 株式会社ファソテック監査役（現任）

平成24年６月 バーチャレクス・コンサルティング株式

会社監査役（現任）

平成25年６月 当社取締役（現任）

取締役 － 吉　田　和　正 昭和33年８月20日生

昭和59年10月 Intel Corporation入社

(注）３ ー

昭和63年４月 インテル株式会社プロダクト・マーケ

ティング部長兼地域営業部長

平成５年６月 Intel Corporation OEMプラッフォー

ム・サービス事業部長兼アカウント・エ

グゼクティブ

平成８年８月 同社コンシューマ・デスクトップ製品事

業部マーケティング部長

平成11年10月 同社エンタープライズ・サービス事業本

部技術/OEMアライアンス事業戦略部長

平成12年３月 インテル株式会社通信製品事業本部長

平成14年５月 同社インテル・アーキテクチャ営業統括

本部長

平成15年６月 同社代表取締役社長

平成16年12月 Intel Corporaiton セールス&マーケ

ティング統括本部副社長

平成24年６月

平成25年２月

オンキョー株式会社取締役（現任）

Gibson Brands,Inc.取締役（現任）

平成25年２月 株式会社Gibson Guitar Corporation

Japan取締役（現任）

平成25年６月 CYBERDYNE株式会社取締役（現任）

平成25年10月 インテル株式会社顧問

平成26年６月 TDK株式会社取締役（現任）

平成27年６月 当社取締役（現任）

監査役

（常勤）
－ 立 野 満 夫 昭和23年４月８日生

昭和42年４月 石橋産業株式会社入社

(注）４ 44,400

平成８年４月 同社総務部長

平成12年６月 同社取締役

平成15年12月 当社監査役（常勤）（現任）

平成18年10月 株式会社豆蔵監査役（現任）

平成20年６月 株式会社チェンジビジョン監査役

平成21年12月 株式会社フォスターネット監査役（現

任）

平成21年12月 株式会社ネクストスケープ監査役（現

任）

平成24年１月 ジェイエムテクノロジー株式会社監査役

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 － 山 本 英 二 昭和34年10月７日生

昭和58年４月 司法試験合格

(注）４ 28,100

昭和61年４月 弁護士登録

昭和61年４月 関内法律事務所所属

平成12年12月 当社監査役（現任）

平成20年５月 山本英二法律事務所開業（現任）

監査役 － 中　村　　仁 昭和26年９月19日生

昭和50年４月 住友商事株式会社入社

(注）４ 8,100

平成７年１月 米国住友商事会社 SCOA財経部NEWYORK駐

在

平成11年４月 住友商事株式会社生活物資経理部長

平成12年12月 同社主計部長

平成15年４月 同社理事

平成17年１月 株式会社ジュピターテレコム出向

平成18年４月 住友商事株式会社財務部長

平成19年４月 同社執行役員財務部長

平成20年４月 同社執行役員メディア・ライフスタイル

総括部長

平成22年４月 同社執行役員内部監査部長

平成23年４月 同社常務執行役員内部監査部長

平成25年４月 同社顧問（現任）

平成25年６月 当社監査役（現任）

平成25年６月 株式会社オープンストリーム監査役（現

任）

計 514,100

（注）１　取締役 鈴木邦男及び吉田和正は、社外取締役であります。

２　監査役 立野満夫、山本英二及び中村仁は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　当社では、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は５名で、社長室長

藤井正、人事・総務部長 柴田義治、株式会社ネクストスケープ代表取締役社長 小杉智、株式会社豆蔵代表

取締役社長 中原徹也、株式会社オープンストリーム代表取締役社長 吉原和彦です。

６　所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めておりません。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

　当社における、企業統治の体制は、創業来、社会的責任を全うすると同時に、事業拡大に取り組みつつ、ス

テークホルダーと共存できる経営体制を目指し、次の通り、その体制を整備し、健全かつ透明性の高い組織運営

を維持するため不断の努力を続けているものであります。

 

コーポレート・ガバナンス体制図

 

 

（ⅰ）企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　当社は、企業統治の充実強化のため、取締役会および監査役会を設置し、それらの機能強化に取り組んで

まいりました。

　取締役会については、有価証券報告書提出日現在取締役５名で構成され、毎月１回定期的に開催する他、

必要に応じて随時開催しており、経営全般及び業績の進捗状況の報告・協議、重要事項の決定等を迅速に

行っております。なお、当事業年度における取締役会は15回開催しております。

　また、監査役会については、有価証券報告書提出日現在監査役３名で構成され、取締役会への出席をはじ

めとして、重要な社内稟議書の閲覧等、有効な監査業務を実行しております。なお、当事業年度における監

査役会は18回開催しております。

　コーポレート・ガバナンスには、企業収益力の強化、遵法性の確保、という二つの側面があります。当社

が取締役会と監査役会を企業統治の主体として採用した理由といたしましては、企業収益力の強化を司る取

締役会とその監督機関である監査役会が、遵法性の確保という側面についても併せて管理を進めることで、

より効率的な統治が可能であるとの判断によるものであります。

　さらに、企業収益力の強化の一環として、グループ各社の営業担当取締役あるいは営業部長を中心とした

グループ営業会議を開催しております。グループ営業会議は個社の枠を超えグループ内他社の案件に要員を

充足することでグループ内のエンジニアの空き工数を減らし、ひいてはグループ全体の収益向上につなげる

ことを目的としております。この会議における各社の状況および具体的な案件の獲得状況の報告・協議等を

通じて、収益力強化の更なる充実に努めております。
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　一方で、遵法性の確保については、補完機能として、以下に記載する内部統制システムおよびリスク管理

体制を整備し、問題の把握、法令遵守の推進を図っております。

 

（ⅱ）内部統制システムの整備の状況

　社内規程を整備し、職務権限やその責任を明確化することにより、業務執行における統制や牽制機能を強

化しております。また内部統制システムが有効かつ効率的に機能しているかを内部監査室により常時モニタ

リングしております。

　さらに、内部統制システムの充実をはかるため、グループ各社の委員から構成された内部統制委員会を設

置し、グループ全体での機能強化に努めております。

 

（ⅲ）リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理委員会を設置し、同委員会の下で当社及びグループ各社において発生しうるリスクの発生防止

にかかる管理体制の整備、発生したリスクへの対応等を行っております。

　コンプライアンスに関しては、基本方針を定め法令遵守の徹底を推進しております。また、通常の職制上

のルートの中では発見しえないコンプライアンス上の問題を早期に発見することを目的に、内部通報制度を

設定しております。

　上記施策はリスク管理規程等の各種規程に定められており、適宜見直しをはかっております。

　さらに、業務の中で発生しうるリスクを的確に把握し、有効な統制活動が業務の中で行われるように、内

部統制委員会を通じて定期的に業務プロセス等の見直しを行っております。

 

（iv）責任限定契約の内容の概要

　当社は、平成27年６月19日開催の定時株主総会において、取締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役

の責任限定契約を可能とする旨定款に定めております。

　当社と取締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限定額

は、法令が規定する額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執

行取締役等を除く）及び監査役が責任の原因となった職務の執行について、善意かつ重大な過失がないとき

に限られます。

 

②　内部監査及び監査役監査

　当社は内部監査室（２名）を設置し、全部門を対象に業務監査を計画的に実施しております。内部監査室は、

監査結果に基づき被監査部門に対して具体的な助言・勧告を行い、その後の改善状況をフォローするとともに、

これらの経緯について経営トップに報告を行っております。また、監査役へも監査結果等を定期的に報告し、監

査役監査との連携を図っております。

　監査役監査につきましては、社外監査役３名を配置して充実した透明性の高い監査体制とし、取締役会をはじ

めとする社内の重要会議に出席することにより会社の経営計画、コンプライアンスやリスク管理全般などに関す

る報告を受け、公正な立場から意見陳述するとともに取締役の職務執行を厳正に監査しております。なお、監査

役のうち常勤監査役（１名）は長年にわたる経理業務経験を有し財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

　また、監査役及び内部監査室員においては、内部統制委員会の各会議への出席や、委員会からの定期的な報

告、委員会事務局との情報交換等を通じて内部統制委員会との緊密な関係を構築しております。

 

③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役鈴木邦男氏は、IT業界における豊富な経営経験を有しており、そうした見地から取締役会において

助言・提言を行っております。なお、同氏は平成27年３月末時点において、当社の株式60,600株を保有しており

ますが、重要性はないものと判断しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係又は取

引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は有限会社ケイ・エス・マネジメント代表

取締役、株式会社アバント監査役、株式会社インフォクリエイツ監査役、株式会社シンメトリック取締役、株式

会社ファソテック監査役及びバーチャレクス・コンサルティング株式会社監査役を兼務しており、また過去にお

いて日本アイ・ビー・エム株式会社理事であったことがありますが、これら７社との間には特別の人的関係、資

本的関係又は取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

　新任の社外取締役吉田和正氏は、製造業界における豊富な経営経験を有しており、そうした見地から取締役会

において助言・提言を行っていただきます。当社と同氏の間には、特別の人的関係、資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏はオンキョー株式会社取締役、Gibson Brands,Inc.

取締役、株式会社Gibson Guitar Corporation Japan取締役、CYBERDYNE株式会社取締役及びTDK株式会社取締役
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を兼務しており、また過去においてインテル株式会社代表取締役社長及びIntel Corporation副社長であったこ

とがありますが、これら８社との間には特別の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はないもの

と判断しております。

　社外監査役（常勤）立野満夫氏は、長年にわたる経理業務の経験を有しており、取締役会において財務会計を

主体とした助言・提言を行っております。なお、同氏は平成27年３月末時点において、当社の株式44,400株を保

有しておりますが、重要性はないものと判断しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的

関係又は取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は過去において石橋産業株式会

社の取締役であったことがありますが、当社と同社との間には特別の人的関係、資本的関係又は取引関係その他

の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は株式会社豆蔵、株式会社フォスターネット、株式会社

ネクストスケープ、ジェイエムテクノロジー株式会社の監査役を兼務しておりますが、これらの４社は当社の子

会社であり、当社と定常的な取引はあるものの、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　社外監査役山本英二氏は、取締役会において弁護士としての専門的見地から助言・提言を行っております。な

お、同氏は平成27年３月末時点において、当社の株式28,100株を保有しておりますが、重要性はないものと判断

しております。当社と同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係その他の利害関係はないものと判断して

おります。また、同氏は山本英二法律事務所の所長を兼務しておりますが、当社と同事務所の間には、特別の人

的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。

　社外監査役中村仁氏は、長年にわたる財務経理・内部監査業務の豊富な経験にもとづいた幅広い見識を有して

おり、そうした見地から取締役会において助言・提言及び監査業務を行っております。なお、同氏は平成27年３

月末時点において、当社の株式8,100株を保有しておりますが、重要性はないものと判断しております。当社と

同氏の間には、それ以外の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はないものと判断しておりま

す。また、同氏は住友商事株式会社顧問を兼務しておりますが、当社と同社との間には特別の人的関係、資本的

関係又は取引関係その他の利害関係はないものと判断しております。また、同氏は株式会社オープンストリーム

の監査役を兼務しておりますが、同社は当社の子会社であり、当社と定常的な取引はあるものの、社外監査役個

人が直接利害関係を有するものではありません。

　監査役３名全員を社外監査役とすることは、監査体制の中立性及び独立性をより一層高める効果を果たしてお

ります。中立の立場から客観的に監査意見を表明することが期待されており、取締役の業務執行から独立した立

場における、透明性の高い監査を行うことが可能になっております。また、社外取締役及び社外監査役を選任す

るための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、選任にあたっては東京証券取引所の独

立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 

④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（人）

基本報酬 ストックオプション

取締役

（社外取締役を除く）
136,600千円 136,600千円 －千円 ３人

監査役

（社外監査役を除く）
－千円 －千円 －千円 －人

社外役員 40,650千円 40,650千円 －千円 ４人

（注） 上記の取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

 

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　役員の報酬等の額の決定に関しては、世間水準及び経営内容、従業員給与、前年度の業績等のバランスを考

慮して決定しております。

　取締役の報酬は、株主総会が決定した報酬総額の限度内において取締役会で決定しております。監査役の報

酬は、株主総会が決定した報酬総額の限度内において監査役会で決定しております。

 

⑤　株式の保有状況
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 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である株式会社豆蔵ホールディングスの株式の保有状況については以下のとおりです。

 

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　　　　 　６銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　　　237,311千円

 

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金額

の100分の１を超える銘柄

 

　　前事業年度

　　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

情報技術開発株式会社 100,000 77,000 株式の安定化及び関係強化

株式会社インフォメーションクリエーティブ 50,000 35,850 株式の安定化

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ 14,000 13,860 株式の安定化

ネクストウェア株式会社 35,100 4,808 株式の安定化

 （注） ネクストウェア株式会社は、平成25年10月１日で株式１株につき100株の株式分割を行っております。

 

　　当事業年度

　　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

情報技術開発株式会社 100,000 104,500 株式の安定化及び関係強化

株式会社インフォメーションクリエーティブ 50,000 54,250 株式の安定化

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ 14,000 16,128 株式の安定化

ネクストウェア株式会社 35,100 8,845 株式の安定化

 

 

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 

ニ　投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計

上額

　　該当事項はありません。

 

ホ　投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計

上額

　　該当事項はありません。
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⑥　会計監査の状況

　当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、当該監査法人より金融商品取引法に基づく会計監査を

受けております。

　監査法人は監査役へ、期初における監査計画の説明や、期中・期末における監査の状況及び結果を報告すると

ともに意見交換などを行い、相互の連携を高めております。同様に内部統制委員会に対しても、内部統制報告制

度を通じて連携を図っており、監査計画、監査の状況及び結果の報告や、各種意見交換を行っております。

　当社の監査業務を執行した新日本有限責任監査法人の公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につい

ては、以下のとおりであります。
 
監査業務を執行した公認会計士の氏名

鈴木　真一郎

善方　正義
 
会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士11名、その他12名

 

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は14名以内とする旨定款に定めています。

 

⑧　取締役の選任および解任の決議要件

　取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株式の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、累積投票によらない旨定款に定めております。

 

⑨　自己の株式の取得の決定機関

　会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって、自己の株式の取得を

することができる旨定款に定めています。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動

的な資本政策を行うことを目的とするものです。

 

⑩　中間配当の決定機関

　会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）について、株主総会の決議によらず取締役会の決

議により配当することができる旨定款に定めています。これは、中間配当の決定機関を取締役会とすることによ

り、当社を取り巻く事業環境や業績に応じて、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。

 

⑪　株主総会の特別決議要件

　会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものです。

 

⑫　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもっ

て、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の当社に対する損害賠償責任

を、法令が定める範囲で免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待され

た役割を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的としております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 30,000 － 28,000 5,500

連結子会社 － － 19,500 －

計 30,000 － 47,500 5,500

（注）当連結会計年度における連結子会社の監査証明業務に基づく報酬19,500千円は、平成27年３月27日に子会社化した

株式会社ジークホールディングスにおける平成27年３月期分の監査証明業務に基づく報酬金額の全額であります。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

当社は、会計監査人に対し、公認会計士法第２条第１項以外の業務である財務デューデリジェンス業務につ

いての対価を支払っております。

 

④【監査報酬の決定方針】

　　該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上定めております。

 

EDINET提出書類

株式会社豆蔵ホールディングス(E05148)

有価証券報告書

 49/108



第５【経理の状況】
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

　当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

　前連結会計年度の連結財務諸表及び前事業年度の財務諸表　有限責任 あずさ監査法人

　当連結会計年度の連結財務諸表及び当事業年度の財務諸表　新日本有限責任監査法人

 

　当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

　　有限責任 あずさ監査法人

　　新日本有限責任監査法人

(2) 異動の年月日

　　平成26年６月20日

(3) 監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

 ① 異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

　　平成25年６月21日

 ② 異動監査公認会計士等が作成した監査報告書又は内部統制報告書等における内容等

　　該当事項はありません。

 ③ 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　　当社の会計監査人であった有限責任 あずさ監査法人は平成26年６月20日開催の第15回定時株主総会終結の時を

　もって任期満了となったため、新たに新日本有限責任監査法人を会計監査人として選任したものであります。

 ④ 上記③の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書の記載事項に係る異動監査公認会計士等の意

　見

　　特段の意見はない旨の回答を得ています。

 

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、同機構及び監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,717,091 ※２ 4,517,319

受取手形及び売掛金 2,077,511 3,981,810

商品 22,914 150,740

仕掛品 59,564 145,763

繰延税金資産 63,192 249,780

その他 195,413 395,599

貸倒引当金 △1,524 △6,962

流動資産合計 4,134,163 9,434,051

固定資産   

有形固定資産   

建物 186,143 348,190

減価償却累計額 △70,707 △148,267

建物（純額） 115,436 199,923

車両運搬具 4,238 9,983

減価償却累計額 △3,561 △6,341

車両運搬具（純額） 676 3,641

工具、器具及び備品 255,185 331,215

減価償却累計額 △202,846 △252,774

工具、器具及び備品（純額） 52,339 78,440

その他 － 13,467

減価償却累計額 － △6,044

その他（純額） － 7,423

有形固定資産合計 168,452 289,428

無形固定資産   

ソフトウエア 101,767 92,290

のれん 698,910 1,192,059

その他 966 155,345

無形固定資産合計 801,644 1,439,695

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※２ 1,057,971 ※１,※２ 315,174

差入保証金 194,153 350,731

保険積立金 151,853 287,695

繰延税金資産 30,849 77,055

その他 118,195 115,514

貸倒引当金 △56,418 △34,795

投資その他の資産合計 1,496,604 1,111,375

固定資産合計 2,466,702 2,840,499

資産合計 6,600,866 12,274,551
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 414,184 748,527

短期借入金 ※２,※３ 860,000 ※２,※３ 2,855,600

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 216,922 ※２ 348,560

未払法人税等 262,125 422,921

賞与引当金 48,500 376,428

受注損失引当金 6,574 19,595

その他 589,902 1,686,886

流動負債合計 2,398,208 6,458,520

固定負債   

長期借入金 ※２ 393,104 ※２ 430,534

負ののれん 5,703 －

退職給付に係る負債 37,652 86,441

その他 1,070 135,699

固定負債合計 437,529 652,675

負債合計 2,835,738 7,111,195

純資産の部   

株主資本   

資本金 825,482 851,701

資本剰余金 1,209,002 1,235,221

利益剰余金 1,815,060 2,300,616

自己株式 △119,453 △119,453

株主資本合計 3,730,091 4,268,087

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,365 39,553

為替換算調整勘定 6,183 6,206

その他の包括利益累計額合計 11,549 45,759

新株予約権 23,487 20,375

少数株主持分 － 829,133

純資産合計 3,765,127 5,163,355

負債純資産合計 6,600,866 12,274,551
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 9,986,701 12,781,453

売上原価 ※１ 6,864,774 ※１ 9,291,509

売上総利益 3,121,926 3,489,943

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 2,081,213 ※２ 2,345,956

営業利益 1,040,712 1,143,986

営業外収益   

受取配当金 5,704 4,517

持分法による投資利益 － 24,992

負ののれん償却額 7,605 5,703

その他 4,415 8,895

営業外収益合計 17,724 44,109

営業外費用   

支払利息 15,313 17,960

持分法による投資損失 14,321 －

為替差損 － 46,704

その他 2,008 303

営業外費用合計 31,644 64,968

経常利益 1,026,792 1,123,127

特別利益   

投資有価証券売却益 11,132 23,473

事業譲渡益 13,500 －

保険転換差益 3,663 －

その他 583 2,575

特別利益合計 28,878 26,048

特別損失   

関係会社整理損 ※４ 13,337 －

商品評価損 － 120,632

厚生年金基金脱退特別掛金 10,470 －

その他 2,349 18,242

特別損失合計 26,157 138,875

税金等調整前当期純利益 1,029,513 1,010,301

法人税、住民税及び事業税 423,927 427,279

法人税等調整額 23,832 △7,669

法人税等合計 447,759 419,609

少数株主損益調整前当期純利益 581,754 590,691

少数株主利益 － 464

当期純利益 581,754 590,226
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 581,754 590,691

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △119 35,059

為替換算調整勘定 3,593 1,650

持分法適用会社に対する持分相当額 1,207 △2,499

その他の包括利益合計 ※ 4,682 ※ 34,210

包括利益 586,436 624,901

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 586,436 624,436

少数株主に係る包括利益 － 464
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 822,932 1,206,452 1,320,317 △119,453 3,230,248

当期変動額      

新株の発行 2,550 2,550   5,100

剰余金の配当   △87,012  △87,012

当期純利益   581,754  581,754

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 2,550 2,550 494,742 － 499,842

当期末残高 825,482 1,209,002 1,815,060 △119,453 3,730,091

 

      

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 4,277 2,589 6,866 25,029 3,262,144

当期変動額      

新株の発行     5,100

剰余金の配当     △87,012

当期純利益     581,754

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

1,088 3,593 4,682 △1,541 3,140

当期変動額合計 1,088 3,593 4,682 △1,541 502,983

当期末残高 5,365 6,183 11,549 23,487 3,765,127
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 825,482 1,209,002 1,815,060 △119,453 3,730,091

当期変動額      

新株の発行 26,219 26,219   52,439

剰余金の配当   △104,670  △104,670

当期純利益   590,226  590,226

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 26,219 26,219 485,556 － 537,995

当期末残高 851,701 1,235,221 2,300,616 △119,453 4,268,087

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 5,365 6,183 11,549 23,487 － 3,765,127

当期変動額       

新株の発行      52,439

剰余金の配当      △104,670

当期純利益      590,226

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

34,187 22 34,210 △3,111 829,133 860,232

当期変動額合計 34,187 22 34,210 △3,111 829,133 1,398,228

当期末残高 39,553 6,206 45,759 20,375 829,133 5,163,355
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,029,513 1,010,301

減価償却費 105,256 88,885

のれん償却額 104,500 112,961

貸倒引当金の増減額（△は減少） 802 △639

受取利息及び受取配当金 △6,192 △5,193

支払利息 15,313 17,960

持分法による投資損益（△は益） 14,321 △24,992

売上債権の増減額（△は増加） △672,332 △507,134

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,671 △186,136

仕入債務の増減額（△は減少） 113,326 216,208

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,851 △1,774

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 20,852 △45,371

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,118 172,477

その他 △16,617 155,735

小計 723,044 1,003,288

利息及び配当金の受取額 6,193 5,192

利息の支払額 △15,399 △17,886

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △356,645 △473,780

その他 △34,470 17,861

営業活動によるキャッシュ・フロー 322,723 534,675

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △70,120 △68,264

投資有価証券の売却による収入 67,730 49,491

無形固定資産の取得による支出 △62,376 △37,484

関係会社株式の取得による支出 △173,666 △1,854

差入保証金の差入による支出 △2,761 △28,001

差入保証金の回収による収入 33,631 7,293

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △184,180

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ ※２ 1,546,702

その他 13,498 △47,311

投資活動によるキャッシュ・フロー △194,064 1,236,390

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,420,000 4,601,250

短期借入金の返済による支出 △3,360,000 △3,437,560

長期借入れによる収入 － 250,000

長期借入金の返済による支出 △233,370 △291,684

株式の発行による収入 3,558 50,174

配当金の支払額 △85,406 △103,035

財務活動によるキャッシュ・フロー △255,217 1,069,144

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,548 △4,724

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △123,011 2,835,486

現金及び現金同等物の期首残高 1,760,067 1,637,055

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,637,055 ※１ 4,472,542
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 18社

連結子会社の名称

株式会社豆蔵

株式会社オープンストリーム

株式会社フォスターネット

株式会社ネクストスケープ

ジェイエムテクノロジー株式会社

碼媒卓軟件(上海)有限公司

株式会社メノックス

株式会社デジタルメディア研究所

株式会社ジークホールディングス

株式会社コーワメックス

ニュートラル株式会社

株式会社アクロックス

株式会社エヌティ・ソリューションズ

日本ユニテック株式会社

シアルシステム株式会社

テクノライクス株式会社

KOWAMEX（THAILAND)Co.,Ltd.

Xyec Singapore Holdings Pte.Ltd.

　なお、第１四半期連結会計期間より、株式会社メノックスの発行済株式の全てを取得したため同社を連結

の範囲に含めております。

　また、第４四半期連結会計期間より、株式会社デジタルメディア研究所の発行済株式の全てを取得したた

め同社を連結の範囲に含めております。

　さらに、第４四半期連結会計期間より、株式会社ジークホールディングスの株式を追加取得し子会社化し

たため、同社と同社子会社である株式会社コーワメックス、ニュートラル株式会社、株式会社アクロック

ス、株式会社エヌティ・ソリューションズ、日本ユニテック株式会社、シアルシステム株式会社、テクノラ

イクス株式会社、KOWAMEX（THAILAND）Co.,Ltd.、Xyec Singapore Holdings Pte.Ltd.を連結の範囲に含め

ております。

 

(2）非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

碼媒卓軟件(厦門)有限公司

PT.JMT Indonesia

（連結の範囲から除いた理由）

　碼媒卓軟件(厦門)有限公司及びPT.JMT Indonesiaは小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 なお、株式会社豆蔵シンビオは、平成26年９月30日をもって解散し、平成27年１月６日に清算結了してお

ります。

 

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社

　該当事項はありません。

　なお、第４四半期連結会計期間より、株式会社ジークホールディングスの株式を追加取得し子会社化し

たため、同社と同社子会社である株式会社コーワメックス、ニュートラル株式会社、株式会社アクロック

ス、株式会社エヌティ・ソリューションズ、日本ユニテック株式会社、シアルシステム株式会社、テクノ

ライクス株式会社、KOWAMEX（THAILAND）Co.,Ltd.、Xyec Singapore Holdings Pte.Ltd.を持分法適用の範

囲から除外しております。

 

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

碼媒卓軟件(厦門)有限公司

PT.JMT Indonesia

（持分法を適用しない理由）

　碼媒卓軟件(厦門)有限公司及びPT.JMT Indonesiaは、当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　なお、株式会社豆蔵シンビオは、平成26年９月30日をもって解散し、平成27年１月６日に清算結了して

おります。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 碼媒卓軟件(上海)有限公司及びKOWAMEX（THAILAND）Co.,Ltd.の決算日は12月末日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。

　 その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

定率法を採用しております。また、一部の国内連結子会社及び在外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

（ただし、国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によって

おります。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～15年

工具、器具及び備品 ２～20年

ロ 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、当社グループが見積もった利用可能期間（２～５年）に基づく定額

法を採用しております。

ハ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度対応分の金額

を計上しております。
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ハ 受注損失引当金

ソフトウエアの請負契約に基づく開発のうち、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、当連結会計年度末以降に発生が見込まれる損

失額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の場合については工事完成基準を適用しております。

 

(6）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、４～20年間の定額法により償却しております。

　平成22年３月31日以前に発生した負ののれんは、５年間の定額法により償却しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ 消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

ロ 連結納税制度の適用

一部の国内連結子会社は、株式会社ジークホールディングスを連結納税親会社として、連結納税制度を適用

しております。

 

(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）
・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）
・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）
・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成25年９月13日）
・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月
13　日）
・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成25年９月13日）

 
(1）概要
　子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得
関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の取
扱い等について改正されました。

 
(2）適用予定日
　平成28年３月期の期首から適用します。
　なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適用します。

 
(3）当該会計基準等の適用による影響
　「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり
ます。

 

 

（表示方法の変更）

（退職給付関係）

　「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）の改正に伴い、複

数事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更し、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行って

おります。

　なお、連結財務諸表の組替えの内容及び連結財務諸表の主な項目に係る前連結会計年度における金額は当該箇所に

記載しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 853,264千円 52,463千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

現金及び預金（定期預金） －千円 60,000千円

投資有価証券 90,860 120,628

計 90,860 180,628

 

　　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 650,000千円 650,000千円

１年内返済予定の長期借入金 136,834 120,000

長期借入金 210,000 90,000

計 996,834 860,000

 

※３　当座貸越

　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行、前連結会計年度７行及び当連結

会計年度10行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

当座貸越極度額 2,300,000千円 4,250,000千円

借入実行残高 830,000 2,850,000

差引額（借入未実行残高） 1,470,000 1,400,000
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（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 6,574千円 12,987千円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

役員報酬 268,986千円 363,042千円

給料手当 626,486 659,284

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　 34,040千円 －千円

 

※４　関係会社整理損は非連結子会社の清算に係る損失見積額であり、その内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

関係会社株式評価損 10,199千円 －千円

貸倒損失 3,137 －

計 13,337 －

 

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 10,947千円 52,204千円

組替調整額 △11,132 －

税効果調整前 △184 52,204

税効果額 65 △17,145

その他有価証券評価差額金 △119 35,059

為替換算調整勘定：   

当期発生額 3,593 1,650

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 1,207 △2,499

その他の包括利益合計 4,682 34,210
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

　当社は、平成25年５月８日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき200株の株式分割

を行っております。

 

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式（株） 94,545 18,857,055 － 18,951,600

合計 94,545 18,857,055 － 18,951,600

自己株式     

　普通株式（株） 7,533 1,499,067 － 1,506,600

合計 7,533 1,499,067 － 1,506,600

　(注)　１．普通株式の株式数の増加18,857,055株は、ストック・オプションの行使による増加が42,600株、株式分割に

よる増加が18,814,455株であります。

　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,499,067株は、株式分割による増加であります。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 23,487

連結子会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － 23,487

 

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月21日

第14回 定時株主総会
普通株式 87,012 1,000 平成25年３月31日 平成25年６月24日

　(注)　当社は、平成25年10月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っておりますが、株式分割前の株数を基準

に記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日

第15回 定時株主総会
普通株式 利益剰余金 104,670 6 平成26年３月31日 平成26年６月23日

　(注)　１株当たり配当額には、東証一部上場記念配当１円を含んでおります。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

　普通株式（株） 18,951,600 153,600 － 19,105,200

合計 18,951,600 153,600 － 19,105,200

自己株式     

　普通株式（株） 1,506,600 － － 1,506,600

合計 1,506,600 － － 1,506,600

　(注)　普通株式の株式数の増加153,600株は、ストック・オプションの行使による増加であります。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 20,375

連結子会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － 20,375

 

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日

第15回 定時株主総会
普通株式 104,670 6 平成26年３月31日 平成26年６月23日

　(注)　１株当たり配当額には、東証一部上場記念配当１円を含んでおります。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日

第16回 定時株主総会
普通株式 利益剰余金 105,591 6 平成27年３月31日 平成27年６月22日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 1,717,091千円 4,517,319千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,036 △101,651 

流動資産その他（預け金） － 56,875 

現金及び現金同等物 1,637,055 4,472,542 

 

 

　※２ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産および負債の主な内訳

 株式の取得により新たに株式会社メノックスを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式

の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 379,645千円

固定資産 101,707 

のれん 111,212 

流動負債 △261,331 

固定負債 △71,036 

株式の取得価額 260,197 

支配獲得までに支出した取得に要した費用 △4,000 

株式の取得価額（残額） 256,197 

現金及び現金同等物 △114,781 

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 141,415 

 

 株式の取得により新たに株式会社デジタルメディア研究所を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 147,644千円

固定資産 2,040 

のれん 39,795 

流動負債 △80,315 

固定負債 △17,665 

株式の取得価額 91,500 

現金及び現金同等物 △48,734 

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 42,765 

 

 株式の追加取得により従来持分法適用会社であった株式会社ジークホールディングス及び同社の子会社９社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は

次のとおりであります。

流動資産 3,863,932千円

固定資産 458,042 

のれん 460,496 

流動負債 △2,092,795 

固定負債 △161,895 

少数株主持分 △828,668 

株式の取得価額 1,699,111 

取得価額に含まれる未払金額 △20,985 

支配獲得時までの持分法評価額 △809,309 

段階取得による差損 10,123 

現金及び現金同等物 △2,425,642 

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 △1,546,702 
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（リース取引関係）

 

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1）所有権移転ファイナンス・リース取引

　　該当事項はありません。

 

(2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ① リース資産の内容

　有形固定資産

　　主として、子会社における業務システムのサーバー機であります。

 ② リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 79,905 108,642

１年超 33,293 138,319

合計 113,199 246,962
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（金融商品関係）

(1) 金融商品の状況に関する事項
 
①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、M&A等の多額の資金を要する案件に関しては市場の状況を勘案の上、銀行借入、増資等の最適

な方法により調達する方針であります。一時的な余資は定期預金に限定して運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。

　投資有価証券は取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式または、同業他社との持合株式を取得及び

保有することを原則としております。
 
②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、当該リスクについては、当社グループにお

ける与信管理等を定めた社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクが存在しておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

　買掛金は、すべてが１年以内の支払期日です。

　借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払を実行できなくなる

リスクにさらされているほか、一部は市場価格（金利）の変動リスクにさらされておりますが、担当部門が借入金

に係る支払金利の変動リスクにつき市場金利の動向を継続的に把握することにより、その抑制に努めております。

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含めておりません。（(注)２．参照）

 

　　前連結会計年度（平成26年３月31日） （単位：千円）
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 1,717,091 1,717,091 －

(2）受取手形及び売掛金 2,077,511 2,077,511 －

(3）投資有価証券 932,319 687,524 △244,794

資産計 4,726,922 4,482,127 △244,794

(1）買掛金 414,184 414,184 －

(2）短期借入金 860,000 860,000 －

(3）１年内返済予定の

　　長期借入金
216,922 216,922 －

(4）長期借入金 393,104 393,104 －

負債計 1,884,210 1,884,210 －
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　　当連結会計年度（平成27年３月31日） （単位：千円）

 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 4,517,319 4,517,319 －

(2）受取手形及び売掛金 3,981,810 3,981,810 －

(3）投資有価証券 183,723 183,723 －

資産計 8,682,853 8,682,853 －

(1）買掛金 748,527 748,527 －

(2）短期借入金 2,855,600 2,855,600 －

(3）１年内返済予定の

　　長期借入金
348,560 349,550 990

(4）長期借入金 430,534 429,800 △733

負債計 4,383,221 4,383,478 257

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) １年内返済予定の長期借入金、(4) 長期借入金

　これらのうち、固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改さ

れる条件となっているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式 52,463 52,463

非上場株式 73,188 62,581

投資事業有限責任組合への出資 － 16,405

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「(3)投資有価

証券」には含めておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 

　　前連結会計年度（平成26年３月31日） （単位：千円）
 

 １年以内 １年超

現金及び預金 1,717,091 －

受取手形及び売掛金 2,077,511 －

合計 3,794,603 －

 

　　当連結会計年度（平成27年３月31日） （単位：千円）
 

 １年以内 １年超

現金及び預金 4,517,319 －

受取手形及び売掛金 3,981,810 －

合計 8,499,130 －
 
 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 

　　前連結会計年度（平成26年３月31日） （単位：千円）
 

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

１年内返済予

定の長期借入

金及び長期借

入金

216,922 200,088 170,088 22,928 － －

合計 216,922 200,088 170,088 22,928 － －

 

　　当連結会計年度（平成27年３月31日） （単位：千円）
 

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

１年内返済予

定の長期借入

金及び長期借

入金

348,560 270,080 110,454 50,000 － －

合計 348,560 270,080 110,454 50,000 － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 49,710 40,931 8,778

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 81,808 85,217 △3,408

合計 131,518 126,149 5,369

 

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額 73,188千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 183,723 126,149 57,573

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 － － －

合計 183,723 126,149 57,573

 

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額 78,987千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 68,108 11,132 －

合計 68,108 11,132 －

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 49,491 23,473 243

合計 49,491 23,473 243

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社１社は、全国情報サービス産業厚生年金基金（総合設立型）に加入しております。

　なお、当社及び一部の連結子会社が加入する複数事業主制度の厚生年金基金制度のうち、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。ま

た、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 35,601千円 37,652千円

退職給付費用 6,379 14,952

連結子会社の取得による増加額 － 50,435

退職給付の支払額 △4,328 △16,598

退職給付に係る負債の期末残高 37,652 86,441

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 37,652千円 86,441千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 37,652 86,441

   

退職給付に係る負債 37,652 86,441

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 37,652 86,441

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度 6,379千円 当連結会計年度 14,952千円

 

３．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度25,442

千円、当連結会計年度25,088千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

年金資産の額 553,988,242千円 636,261,314千円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
581,269,229 648,005,851

差引額 △27,280,986 △11,744,536

（注）前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度　0.11％　　（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度　0.12％　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度148,570千円、当連結会

計年度113,788千円）及び繰越不足金（前連結会計年度27,132,416千円、当連結会計年度11,630,748千円）であ

ります。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

特別利益 － 846

 

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1）ストック・オプションの内容

 
提出会社

第２回新株予約権
提出会社

第３回新株予約権
提出会社

第４回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社グループ取締役　５名

当社グループ監査役　１名

当社グループ従業員　68名

当社グループ取締役　８名

当社グループ監査役　３名

当社グループ従業員　９名

当社グループ取締役　４名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの付与数（注）

普通株式　1,152,000株 普通株式　240,000株 普通株式　240,000株

付与日 平成18年４月28日 平成20年６月20日 平成21年６月15日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者

は、対象勤務期間継続して、当

社グループの取締役、監査役ま

たは従業員のいずれかの地位を

保有しているものとします。

　ただし、当社グループの従業

員の定年または会社都合による

退職など正当な理由がある場合

及び退任する当社グループの取

締役または監査役に正当な理由

がある場合にはこの限りではな

いものとします。

同左 同左

対象勤務期間
平成18年４月28日から

平成20年６月30日まで

平成20年６月20日から

平成22年６月30日まで

平成21年６月15日から

平成23年６月30日まで

権利行使期間
平成20年７月１日から

平成26年６月30日まで

平成22年７月１日から

平成28年６月30日まで

平成23年７月１日から

平成29年６月30日まで

（注）　株式数に換算して記載しております。
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提出会社

第５回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第１回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第２回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社グループ取締役　７名

当社グループ従業員 150名

当社グループ取締役　７名

当社グループ監査役　１名

当社グループ従業員 42名

当社グループ取締役　19名

当社グループ監査役　２名

当社グループ従業員 121名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの付与数（注）

普通株式　720,000株 普通株式　12,000,000株 普通株式　10,740,000株

付与日 平成21年６月15日 平成18年４月27日 平成19年４月27日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者

は、対象勤務期間継続して、当

社グループの取締役、監査役ま

たは従業員のいずれかの地位を

保有しているものとします。

　ただし、当社グループの従業

員の定年または会社都合による

退職など正当な理由がある場合

及び退任する当社グループの取

締役または監査役に正当な理由

がある場合にはこの限りではな

いものとします。

同左 同左

対象勤務期間
平成21年６月15日から

平成23年６月30日まで

平成18年４月27日から

平成20年４月26日まで

平成19年４月27日から

平成21年４月26日まで

権利行使期間
平成23年７月１日から

平成29年６月30日まで

平成20年４月27日から

平成28年４月26日まで

平成21年４月27日から

平成29年４月26日まで

（注）　株式数に換算して記載しております。
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株式会社ジーク
ホールディングス
第５回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社グループ取締役　16名

当社グループ監査役　１名

当社グループ従業員 84名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの付与数（注）

普通株式　18,111,000株

付与日 平成23年12月５日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者

は、対象勤務期間継続して、当

社グループの取締役、監査役ま

たは従業員のいずれかの地位を

保有しているものとします。

　ただし、当社グループの従業

員の定年または会社都合による

退職など正当な理由がある場合

及び退任する当社グループの取

締役または監査役に正当な理由

がある場合にはこの限りではな

いものとします。

対象勤務期間
平成23年12月５日から

平成25年12月４日まで

権利行使期間
平成25年12月５日から

平成33年９月27日まで

（注）　株式数に換算して記載しております。

 

　(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　当連結会計年度（平成27年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

　①　ストック・オプションの数

 
提出会社

第２回新株予約権
提出会社

第３回新株予約権
提出会社

第４回新株予約権

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 566,400 135,000 72,000

権利確定 － － －

権利行使 105,600 24,000 －

失効 460,800 － －

未行使残 － 111,000 72,000
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提出会社

第５回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第１回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第２回新株予約権

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 360,000 － －

権利確定 － － －

連結子会社化による増加 － 15,000 810,000

権利行使 24,000 － －

失効 23,400 － －

未行使残 312,600 15,000 810,000

 

 
株式会社ジーク
ホールディングス
第５回新株予約権

権利確定前（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

連結子会社化による増加 12,966,000

権利行使 －

失効 －

未行使残 12,966,000
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　②　単価情報

 
提出会社

第２回新株予約権
提出会社

第３回新株予約権
提出会社

第４回新株予約権

権利行使価格（円） 424 141 84

権利行使時の平均株価（円） 564 557 －

付与日における公正な評価単価（円） － 58 36

 

 
提出会社

第５回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第１回新株予約権

株式会社ジーク
ホールディングス
第２回新株予約権

権利行使価格（円） 84 25 25

権利行使時の平均株価（円） 586 － －

付与日における公正な評価単価（円） 36 － －

 

 
株式会社ジーク
ホールディングス
第５回新株予約権

権利行使価格（円） 25

権利行使時の平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 17,300千円 130,088千円

未払事業所税 3,693  5,230

未払事業税 23,365  34,026

貸倒引当金 177  21,681

受注損失引当金 2,340  6,486

繰越欠損金 －  7,122

商品評価損 －  39,929

未払賞与 14,073  13,870

その他 2,244  12,640

小計 63,192  271,073

評価性引当額 －  △21,293

合計 63,192  249,780

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 20,164  9,082

減価償却費 4,024  11,097

会員権評価損 5,648  13,153

投資有価証券評価損 11,716  14,707

資産除去費用 7,265  16,634

のれん 1,415  28,714

退職給付に係る負債 13,404  29,427

繰越欠損金 15,893  114,296

その他 4,746  7,639

小計 84,275  244,751

評価性引当額 △51,514  △167,285

合計 32,761  77,465

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 1,911  19,056

連結子会社の時価評価差額 －  49,067

その他 －  1,742

合計 1,911  69,867

繰延税金資産の純額 94,042  257,378

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％  35.6％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1  2.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  △0.1
住民税均等割 0.7  0.6
評価性引当額の増減 △2.7  △0.1
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5  1.0
持分法投資損益による差異 0.5  △0.9
のれんの償却額 3.8  3.9
負ののれんの償却額 △0.3  △0.2
所得拡大促進税制による控除 △0.4  △1.5
段階取得による差損 －  0.4
その他 0.4  0.5
税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5  41.5

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１
日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資
産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度
に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込ま
れる一時差異については、32.3％になります。
　この税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

　 取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称   株式会社メノックス

事業の内容         ソフトウエア受託開発、ソフト技術者要員派遣、システム周辺のハードウエアの調

                   達・製造までを含めたシステム構築全般

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループは、グループ各社の有する最先端技術やノウハウ、製品を融合することで、情報戦略策定から

システム開発までの一貫した「ITと経営の密接な連携」を実現し、お客様の企業価値向上を支援してまいりま

した。また、持株会社の特長を生かし、M&Aを含む事業基盤の整備・拡大や事業分野の見直しを機動的に行って

おります。一方、株式会社メノックス（以下、メノックス）は、クラウド技術、Android技術といった次世代技

術をいち早く取り入れ、多種多様な業界の顧客に対して要望に応じた技術支援サービスを提供してまいりまし

た。メノックスは順調な業績推移をしており、創業者からの事業承継を行うとともに、事業上のパートナーと

して協業可能な株式譲渡先を探しておりました。

 そこで当社グループは、当該企業が健全かつ優良な企業であり、ビジネス・ソリューション部門の拡大への

寄与が見込まれるため株式の100％を取得し、完全子会社といたしました。

（3）企業結合日

平成26年４月１日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社メノックス

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

   平成26年４月１日から平成27年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 256,197千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 4,000

取得原価  260,197

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

111,212千円

（2）発生原因

　主としてメノックスがいち早く取り入れていたクラウド技術、Android技術といった次世代技術によって期待

される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 379,645千円

固定資産 101,707

資産合計 481,352

流動負債 261,331

固定負債 71,036

負債合計 332,368

 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

　企業結合日が当連結会計年度開始の日（平成26年４月１日）であるため、該当ありません。
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　 取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称   株式会社デジタルメディア研究所

事業の内容         コンピュータソフトウェアの開発・販売、労働者派遣事業、企業経営に関するコンサ

                   ルティング、企業経営に関する教育事業

（2）企業結合を行った主な理由

当社グループは、グループ各社の有する最先端技術やノウハウ、製品を融合することで、情報戦略策定から

システム開発までの一貫した「ITと経営の密接な連携」を実現し、お客様の企業価値向上を支援してまいりま

した。また、持株会社の特長を生かし、M&Aを含む事業基盤の整備・拡大や事業分野の見直しを機動的に行って

おります。一方、株式会社デジタルメディア研究所は、東京及び仙台に拠点を構えWEBシステムの開発を得意と

するスキルの高い技術者を多く抱えて技術支援サービスを提供してまいりました。このような状況の下、株式

会社デジタルメディア研究所は事業拡大を目指し、協業可能な資本提携先を探しておりました。

 そこで当社グループは、技術者不足の昨今、スキルの高いエンジニアの獲得に加え、東北地方という新たな

営業拠点の拡充が見込まれることから株式の100％を取得し、完全子会社といたしました。

（3）企業結合日

平成27年１月20日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社デジタルメディア研究所

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

   平成27年１月１日から平成27年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 90,000千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 1,500

取得原価  91,500

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

39,795千円

（2）発生原因

　主として株式会社デジタルメディア研究所が今後も長期的に需要が見込まれるJava言語の技術者を数多く有

していることによって期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 147,644千円

固定資産 2,040

資産合計 149,685

流動負債 80,315

固定負債 17,665

負債合計 97,980
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６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

売上高                    342,764千円

         経常利益                  △6,413

         当期純利益               △16,260

（概算額の算定方法）

 企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

 なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

　 取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称   株式会社ジークホールディングス

事業の内容         ジークホールディングスグループの持株会社として、グループ企業の統括、経営戦

                   略、財務戦略、その他の経営管理

（2）企業結合を行った主な理由

ジークホールディングスグループは、大手製造業を中心とした様々な企業に向けたIT関連のトータルサービ

スを提供する企業群となっており、主な事業領域はエンジニアリングサービス、ITサービス、およびITソ

リューションの３つとなっております。エンジニアリングサービスは、お客様が望むスキルを有したエンジニ

アによるサービスの提供、ITサービスは多様なソフトウエアの企画・開発、ITソリューションは、ERPや生産管

理システムをはじめとした、ジークホールディングスグループ独自のソリューションの提案を行ってきまし

た。また、ジークホールディングスグループは、シンガポールにASEAN地域での海外戦略を担う現地法人を保持

しております。

こうしたことから、当社は、ジークホールディングスグループとの連携を深め、国内では車載機器関連の事

業を強化すると共に、ジークホールディングスグループが当社グループにおけるASEAN地域での中核企業群とし

ての役割を担っていくことができるものとの判断に至り、平成27年１月30日、当社による株式会社ジークホー

ルディングスの子会社化に向けた公開買付けを実施することを決定し、公開買付けを行った結果、自己株式を

除く発行済株式総数の30.0％の株式の応募があり、本公開買付けが成立いたしました。これにより、同社及び

同社連結子会社９社は当社の持分法適用関連会社から連結子会社となりました。

（3）企業結合日

平成27年３月27日

（4）企業結合の法的形式

株式の公開買付けによる株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社ジークホールディングス

（6）取得した議決権比率

企業結合日直前に所有していた議決権比率 29.9％

企業結合日に追加取得した議決権比率     30.0％

取得後の議決権比率                     59.9％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として公開買付けにより株式を取得した結果、当社の同社に対する議決権の所有割合が増

加し、同社を支配するに至ったためであります。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

 平成27年３月27日を取得日としているため、連結損益計算書については、平成27年３月28日から平成27年３月31

日までの被取得企業の業績が含まれております。なお、平成27年３月27日までの業績につきましては、連結財務諸

表に持分法による投資利益として計上しております。

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に保有していた同社の普通株式の時価 799,185千円

企業結合日に追加取得した同社の普通株式の時価 899,926

取得原価  1,699,111
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４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　　段階取得による差損　　10,123千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

460,496千円

（2）発生原因

　主としてジークホールディングスグループが有する３つの事業領域で今後長期的に需要が見込まれることか

ら発生が期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 3,863,932千円

固定資産 458,042

資産合計 4,321,974

流動負債 2,092,795

固定負債 161,895

負債合計 2,254,690

 

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

売上高                  8,383,053千円

         経常利益                  329,587

         当期純利益                152,238

（概算額の算定方法）

 企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

 なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

　　金額的重要性が低いため、注記を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社グループは、純粋持株会社である当社を軸に株式会社豆蔵をはじめとする事業会社によって構成

されており、各事業会社（ジェイエムテクノロジー株式会社については事業本部）ごとに、取り扱う

サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、各事業会社（ジェイエムテクノロジー株式会社については事業本部）

を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「情報サービス事業」、「半導体事業」の

２つを報告セグメントとしております。

　各セグメントに属するサービスの種類は、以下のとおりであります。

報告セグメント 主なサービス

情報サービス事業 業務およびシステムにおけるコンサルティング・受託開発、技術者教育、ソ

フトウエア製品の開発・販売

半導体事業 国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メン

テナンス等のカスタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修

理・販売、半導体製造工場向けソフトウエアの開発・販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は

市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

連結財務諸表

計上額

（注）２
 

情報サービス

事業
半導体事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 8,654,934 1,331,766 9,986,701 － 9,986,701

セグメント間の内部売上高又は

振替高
5,730 － 5,730 △5,730 －

計 8,660,664 1,331,766 9,992,431 △5,730 9,986,701

セグメント利益 1,677,275 146,647 1,823,923 △783,210 1,040,712

セグメント資産 4,574,849 463,973 5,038,823 1,562,043 6,600,866

その他の項目      

減価償却費 83,557 1,080 84,638 20,618 105,256

のれんの償却額 87,711 － 87,711 24,394 112,105

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
108,078 1,588 109,667 28,196 137,863

（注）１　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となってお

ります。

　　　　　セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに帰属しない全社資産で

あります。

　 　 ２　セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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 当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

連結財務諸表

計上額

（注）２
 

情報サービス

事業
半導体事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 11,006,581 1,774,871 12,781,453 － 12,781,453

セグメント間の内部売上高又は

振替高
7,120 － 7,120 △7,120 －

計 11,013,701 1,774,871 12,788,573 △7,120 12,781,453

セグメント利益 1,806,792 180,130 1,986,923 △842,936 1,143,986

セグメント資産 10,611,315 528,010 11,139,325 1,135,225 12,274,551

その他の項目      

減価償却費 66,655 1,177 67,832 21,053 88,885

のれんの償却額 94,271 － 94,271 24,394 118,665

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
87,555 4,573 92,129 13,175 105,305

（注）１　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となってお

ります。

　　　　　セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに帰属しない全社資産で

あります。

　 　 ２　セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

    （単位：千円）

 情報サービス事業 半導体事業 調整額 合計

当期償却額 87,711 － 24,394 112,105

当期末残高 558,509 － 140,400 698,910

なお、平成22年３月31日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、重要性

が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

    （単位：千円）

 情報サービス事業 半導体事業 調整額 合計

当期償却額 94,271 － 24,394 118,665

当期末残高 1,076,053 － 116,006 1,192,059

なお、平成22年３月31日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、重要性

が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 荻原紀男 － －
当社代表取
締役社長

（被所有）
 直接  1.7

－

ストック・オ

プションの権

利行使

11,524 － －

役員 南口和彦 － － 当社取締役
（被所有）
 直接  0.3

－

ストック・オ

プションの権

利行使

11,193 － －

（注）平成20年６月24日開催の当社定時株主総会の決議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度におけ

　　　る権利行使を記載しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　前連結会計年度において重要な関連会社であった株式会社ジークホールディングスを含むすべての持分法

適用関連会社（10社）は、株式の追加取得により平成27年３月27日付で当社の連結子会社となっておりま

す。同社の当連結会計年度の連結要約財務情報について、貸借対照表項目については平成27年３月27日時

点、損益計算書項目については平成26年４月１日から平成27年３月27日までの数値を以下のとおり記載して

おります。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

 

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

流動資産合計 3,523,162 3,863,932

固定資産合計 571,147 563,915

流動負債合計 1,727,815 2,092,795

固定負債合計 192,827 122,100

純資産合計 2,173,666 2,212,951

売上高 7,564,037 8,383,053

税金等調整前当期純利益金額 113,820 350,499

当期純利益金額 29,744 183,189
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 214円48銭 245円12銭

１株当たり当期純利益金額 33円37銭 33円62銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
32円53銭 32円78銭

（注）１　当社は、平成25年5月8日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年10月１日付で株式１株につき200株

の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　　　２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、平成25年10月１日付株式分割（１

株につき200株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

項目
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 3,765,127 5,163,355

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
23,487 849,509

（うち新株予約権） (23,487) (20,375)

（うち少数株主持分） (－) (829,133)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,741,640 4,313,846

普通株式の発行済株式数（株） 18,951,600 19,105,200

普通株式の自己株式数（株） 1,506,600 1,506,600

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
17,445,000 17,598,600
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３　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、平成25年10月１日付株式分割（１株につき200株の割合）による分割後の株式数に換算

して記載しております。

項目
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 581,754 590,226

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 581,754 590,226

普通株式の期中平均株式数（株） 17,431,382 17,556,724

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 451,141 450,456

（うち新株予約権） （451,141） （450,456）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

（共通支配下の取引）

 当社連結子会社のニュートラル株式会社は、平成27年４月１日付にて同じく当社連結子会社の日本ユニテック株式会

社を吸収合併し、日本ユニテック株式会社は解散いたしました。

 

１．結合当事企業の名称及び当該事業の内容

 

 存続会社 消滅会社

商号 ニュートラル株式会社 日本ユニテック株式会社

事業内容
主に医療・公共・その他ビジネス

系ソフト受託開発等

主に生産管理システム等製造業向

けソリューションの販売導入等

設立年月日 平成12年３月24日 昭和59年５月26日

本店所在地 名古屋市中区栄三丁目６番１号
名古屋市中村区名駅三丁目９番13

号

代表者
代表取締役社長

小林　学

代表取締役社長

平手　春男

資本金 40,000千円 15,000千円

決算期 ３月 ３月

大株主および持株比率

当社の持分比率59.9％である当社

連結子会社の株式会社ジークホー

ルディングスが100％保有

当社の持分比率59.9％である当社

連結子会社の株式会社ジークホー

ルディングスが100％保有

 

２．企業結合日

   平成27年４月１日

 

３．企業結合の法的形式

   ニュートラル株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、日本ユニテック株式会社は解散いたしました。なお、

本合併は当社連結子会社である株式会社ジークホールディングスの100％出資の連結子会社間の合併であるため、

これに伴う株式会社ジークホールディングスに対する合併対価の交付はありません。

 

４．結合後企業の名称

   ニュートラル株式会社

 

５．取引の目的を含む取引の概要

   子会社の規模に見合った適正な経営管理体制を整備し、当社グループにおける経営の合理化・効率化を図るもの

であります。

 

６．実施する会計処理の概要

   「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号平成25年９月13日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号平成25年９月13日)に定める共通支配下の取引等に該当

し、これに基づく会計処理を実施する予定です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 860,000 2,855,600 0.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 216,922 348,560 0.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 1,455 2.6 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く）
393,104 430,534 0.9

平成28年11月～

平成31年３月

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く）
－ 4,719 2.7

平成31年３月～

平成31年５月

その他有利子負債 － － － －

合計 1,470,026 3,640,869 － －

（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ご

との返済予定額の総額

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 270,080 110,454 50,000 －

リース債務 1,497 1,539 1,583 99

 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。

 

(2)【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,810,694 5,960,180 8,961,609 12,781,453

税金等調整前四半期

（当期）純利益金額

（千円）

198,948 447,762 678,165 1,010,301

四半期（当期）純利

益金額（千円）
104,334 254,587 393,382 590,226

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（円）

5.98 14.53 22.42 33.62

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純

利益金額（円）
5.98 8.54 7.89 11.19
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 507,703 ※１ 747,883

売掛金 ※２ 73,341 ※２ 72,652

前払費用 31,369 20,301

繰延税金資産 3,381 810

短期貸付金 ※２ 34,117 ※２ 16,656

未収還付法人税等 51,876 91,053

その他 71,615 62,588

流動資産合計 773,405 1,011,945

固定資産   

有形固定資産   

建物 75,865 75,865

減価償却累計額 △42,357 △47,333

建物（純額） 33,507 28,531

工具、器具及び備品 91,185 86,239

減価償却累計額 △74,332 △69,882

工具、器具及び備品（純額） 16,853 16,357

有形固定資産合計 50,360 44,888

無形固定資産   

ソフトウエア 15,212 12,004

無形固定資産合計 15,212 12,004

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 185,106 ※１ 237,311

関係会社株式 3,852,785 5,306,262

出資金 10 20,000

関係会社長期貸付金 23,628 6,972

破産更生債権等 71,817 44,107

長期前払費用 14,000 3,500

繰延税金資産 11,584 －

差入保証金 146,008 163,641

保険積立金 95,954 152,725

その他 20,662 12,425

貸倒引当金 △55,415 △27,705

投資その他の資産合計 4,366,142 5,919,240

固定資産合計 4,431,715 5,976,134

資産合計 5,205,120 6,988,079
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１,※２,※３ 1,560,000 ※１,※２,※３ 2,800,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 216,922 ※１ 250,088

未払金 34,149 75,097

預り金 7,037 9,132

流動負債合計 1,818,109 3,134,317

固定負債   

長期借入金 ※１ 393,104 ※１ 343,016

繰延税金負債 － 19,056

固定負債合計 393,104 362,072

負債合計 2,211,213 3,496,390

純資産の部   

株主資本   

資本金 825,482 851,701

資本剰余金   

資本準備金 1,209,002 1,235,221

資本剰余金合計 1,209,002 1,235,221

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,051,931 1,465,325

利益剰余金合計 1,051,931 1,465,325

自己株式 △119,453 △119,453

株主資本合計 2,966,962 3,432,796

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,457 38,516

評価・換算差額等合計 3,457 38,516

新株予約権 23,487 20,375

純資産合計 2,993,907 3,491,688

負債純資産合計 5,205,120 6,988,079
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 ※１ 1,086,509 ※１ 1,292,011

売上原価 － －

売上総利益 1,086,509 1,292,011

販売費及び一般管理費 ※２ 632,089 ※２ 693,149

営業利益 454,420 598,862

営業外収益   

受取配当金 5,704 20,228

未払配当金除斥益 549 978

その他 1,036 2,853

営業外収益合計 7,290 24,059

営業外費用   

支払利息 ※１ 24,527 ※１ 25,142

為替差損 720 46,167

その他 18 137

営業外費用合計 25,266 71,447

経常利益 436,444 551,474

特別利益   

新株予約権戻入益 － 846

投資有価証券売却益 11,132 －

保険転換差益 9,210 －

その他 11 10

特別利益合計 20,354 857

特別損失   

子会社株式評価損 57,137 －

関係会社整理損 ※３ 13,337 －

固定資産売却損 ※４ 285 ※４ 609

会員権評価損 － 4,237

その他 59 45

特別損失合計 70,820 4,892

税引前当期純利益 385,978 547,438

法人税、住民税及び事業税 33,037 13,307

法人税等調整額 △3,620 16,067

法人税等合計 29,417 29,374

当期純利益 356,560 518,064
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 822,932 1,206,452 1,206,452 782,382 782,382 △119,453 2,692,313

当期変動額        

新株の発行 2,550 2,550 2,550    5,100

剰余金の配当    △87,012 △87,012  △87,012

当期純利益    356,560 356,560  356,560

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

       

当期変動額合計 2,550 2,550 2,550 269,548 269,548 － 274,649

当期末残高 825,482 1,209,002 1,209,002 1,051,931 1,051,931 △119,453 2,966,962

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

当期首残高 3,576 3,576 25,029 2,720,919

当期変動額     

新株の発行    5,100

剰余金の配当    △87,012

当期純利益    356,560

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△119 △119 △1,541 △1,660

当期変動額合計 △119 △119 △1,541 272,988

当期末残高 3,457 3,457 23,487 2,993,907
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 825,482 1,209,002 1,209,002 1,051,931 1,051,931 △119,453 2,966,962

当期変動額        

新株の発行 26,219 26,219 26,219    52,439

剰余金の配当    △104,670 △104,670  △104,670

当期純利益    518,064 518,064  518,064

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

       

当期変動額合計 26,219 26,219 26,219 413,394 413,394 － 465,833

当期末残高 851,701 1,235,221 1,235,221 1,465,325 1,465,325 △119,453 3,432,796

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

当期首残高 3,457 3,457 23,487 2,993,907

当期変動額     

新株の発行    52,439

剰余金の配当    △104,670

当期純利益    518,064

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

35,059 35,059 △3,111 31,947

当期変動額合計 35,059 35,059 △3,111 497,781

当期末残高 38,516 38,516 20,375 3,491,688
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

 　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　時価のないもの

 　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 　定率法を採用しております。

 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物           　　　３～18年

　 工具、器具及び備品   ４～15年

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウエアについては、当社が見積もった利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

 

３．引当金の計上基準

　貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度に「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外費用の総額の100

分の10を上回ったため、当事業年度においては区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた739千円は、

「為替差損」720千円、「その他」18千円として組替えを行っております。

 

　前事業年度に「特別損失」の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」は、特別損失の総額の

100分の10を上回ったため、当事業年度においては区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「その他」に含めて表示していた345千円は、「固

定資産売却損」285千円、「その他」59千円として組替えを行っております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

現金及び預金（定期預金） －千円 60,000千円

投資有価証券 90,860 120,628

計 90,860 180,628

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 650,000千円 650,000千円

１年内返済予定の長期借入金 136,834 120,000

長期借入金 210,000 90,000

計 996,834 860,000

 

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

流動資産   

売掛金 73,341千円 72,652千円

短期貸付金 34,117 16,656

流動負債   

短期借入金 700,000 950,000

 

※３　当座貸越

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行、前事業年度５行及び当事業年度６行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

当座貸越極度額 1,700,000千円 2,050,000千円

借入実行残高 830,000 1,850,000

差引額（借入未実行残高） 870,000 200,000
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

売上高 1,086,509千円 1,292,011千円

支払利息 10,499 10,446

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度４％、当事業年度３％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度96％、当事業年度97％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

役員報酬 133,859千円 177,250千円

給料手当 189,384 201,221

減価償却費 14,471 16,371

支払手数料 97,044 79,480

 

※３　関係会社整理損は非連結子会社の清算に係る損失見積額であり、その内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

関係会社株式評価損 10,199千円 －千円

貸倒損失 3,137 －

計 13,337 －

 

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

工具、器具及び備品 285千円 609千円
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成26年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 691,066 556,005 △135,060

合計 691,066 556,005 △135,060

 

当事業年度（平成27年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 1,592,846 1,469,905 △122,941

合計 1,592,846 1,469,905 △122,941

 

 

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

子会社株式 3,161,719 3,713,416

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株

式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    
未払事業税 1,727千円  296千円
未払事業所税 538  514
貸倒損失 1,116  －
　　　　合計 3,381  810
繰延税金資産（固定）    
会員権評価損 5,364  6,235
子会社株式評価損 23,972  18,455
投資有価証券評価損 11,182  10,146
新株予約権 248  225
貸倒引当金 19,727  8,948
資産除去費用 2,284  2,476
　　　　小計 62,777  46,485
評価性引当額 △49,281  △46,485
　　　　　合計 13,496  －
繰延税金負債    
その他有価証券評価差額金 1,911  19,056
　　　　　合計 1,911  19,056
繰延税金資産の純額 14,965  △18,246

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％  35.6％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7  1.9
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △40.5  △32.7
評価性引当額の増減 6.1  0.4
住民税均等割 0.2  0.2
その他 0.1  △0.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.6  5.4

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１
日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及
び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が
見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異
については、32.3％になります。
　この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

　詳細は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載

しているため、注記を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

（共通支配下の取引）

 当社連結子会社のニュートラル株式会社は、平成27年４月１日付にて同じく当社連結子会社の日本ユニテック

株式会社を吸収合併し、日本ユニテック株式会社は解散いたしました。

　なお、詳細は「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に

記載しているため、注記を省略しております。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価

証券

その他

有価証券

情報技術開発株式会社 100,000 104,500

株式会社インフォメーションクリエーティブ 50,000 54,250

株式会社フォー・リンク・システムズ 400 28,588

株式会社ワイ・ディ・シー 50 25,000

株式会社Ｍⅰｎｏｒｉソリューションズ 14,000 16,128

ネクストウェア株式会社 35,100 8,845

計 199,550 237,311

 

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 75,865 － － 75,865 47,333 4,975 28,531

工具、器具及び備品 91,185 8,232 13,178 86,239 69,882 8,065 16,357

有形固定資産計 167,050 8,232 13,178 162,104 117,215 13,041 44,888

無形固定資産        

ソフトウエア 40,495 122 － 40,617 28,612 3,330 12,004

無形固定資産計 40,495 122 － 40,617 28,612 3,330 12,004

長期前払費用 31,473 － － 31,473 27,973 10,500 3,500

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 55,415 － 27,710 － 27,705
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 124

預金

普通預金 651,762

外貨普通預金 5,700

別段預金 253

定期預金 90,041

計 747,758

合計 747,883

 

ロ　売掛金

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社豆蔵 24,624

株式会社オープンストリーム 23,404

株式会社ネクストスケープ 9,936

ジェイエムテクノロジー株式会社 8,695

株式会社フォスターネット 4,343

株式会社メノックス 1,647

合計 72,652

 

ｂ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）
(Ａ)

当期発生高
（千円）
(Ｂ)

当期回収高
（千円）
(Ｃ)

当期末残高
（千円）
(Ｄ)

回収率（％）
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間（日）

(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365
 

73,341 865,671 866,360 72,652 92.3 30.8

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ハ　関係会社株式

銘柄 金額（千円）

株式会社豆蔵 447,783

株式会社オープンストリーム 1,462,956

株式会社フォスターネット 158,586

株式会社ネクストスケープ 230,000

ジェイエムテクノロジー株式会社 1,018,647

碼媒卓軟件(上海)有限公司 42,862

PT.JMT Indonesia 883

株式会社メノックス 260,197

株式会社デジタルメディア研究所 91,500

株式会社ジークホールディングス 1,592,846

合計 5,306,262

 

②　負債の部

イ　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 650,000

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 500,000

オリックス銀行株式会社 300,000

株式会社三井住友銀行 200,000

株式会社みずほ銀行 200,000

株式会社オープンストリーム 550,000

株式会社豆蔵 250,000

ジェイエムテクノロジー株式会社 100,000

株式会社フォスターネット 50,000

合計 2,800,000

 

ロ　長期借入金

相手先 金額（千円）

日本生命保険相互会社 150,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 90,000

株式会社みずほ銀行 56,380

株式会社りそな銀行 46,636

合計 343,016

 

 

(3)【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.mamezou-hd.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　(注)　単元未満株式の権利制限について

　　　　当会社の株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

　　　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　　　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当てまたは募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

　事業年度　第15期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月23日関東財務局長に提出。

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　事業年度　第15期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月23日関東財務局長に提出。

 

(3）四半期報告書、四半期報告書の確認書

第16期第１四半期（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）平成26年８月14日関東財務局長に提出。

第16期第２四半期（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）平成26年11月14日関東財務局長に提出。

第16期第３四半期（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月13日関東財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

平成26年６月24日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得の決定）の規定に基づく臨時報告書

平成27年２月２日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

平成27年３月30日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成27年６月22日

株式会社豆蔵ホールディングス

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴 木　真一郎　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 善　方　正　義　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豆蔵ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社豆蔵ホールディングス及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

会社の平成26年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。

前任監査人は、当該連結財務諸表に対して平成26年６月23日付けで無限定適正意見を表明している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社豆蔵ホールディング

スの平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基

準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施するこ

とを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結

果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社豆蔵ホールディングスが平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

会社は、内部統制報告書に記載のとおり、平成27年３月27日付けの株式取得により連結子会社となった株式会社ジー

クホールディングス及びその子会社９社の財務報告に係る内部統制について、株式の取得が会社の事業年度末日直前に行

われたため、やむを得ない事情により財務報告に係る内部統制の一部の範囲について、十分な評価手続が実施できなかっ

たとして、期末日現在の内部統制評価から除外している。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
 

平成27年６月22日

株式会社豆蔵ホールディングス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴 木　真一郎　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 善　方　正　義　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豆蔵ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社豆蔵ホールディングスの平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

会社の平成26年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査

人は、当該財務諸表に対して平成26年６月23日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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